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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 38,496 31,987 30,652 30,209 24,254

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △ 798 △ 2,888 △ 3,780 530 445

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △ 1,529 △ 5,614 △ 9,196 312 379

包括利益 (百万円) ─ ─ ─ △ 43 368

純資産額 (百万円) 9,879 4,195 △ 4,740 4,074 4,443

総資産額 (百万円) 37,247 29,050 20,377 22,507 20,955

１株当たり純資産額 (円) 319.16 135.54△ 153.16 △16.20 △10.44

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △ 49.41△ 181.42△ 297.10 7.49 5.94

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 26.5 14.4 △ 23.3 18.1 21.2

自己資本利益率 (％) ─ ─ ─ ― 8.9

株価収益率 (倍) ─ ─ ─ 18.3 18.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 319 △ 1,084 466 △293 1,446

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 3,423 △ 531 △ 289 1,132 △156

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,471 1,634 △ 1,026 3,904 △2,153

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,051 1,986 1,071 5,653 4,801

従業員数 (名) 911 780 686 693 660

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第57期、第58期及び第59期については潜在株式は存在しますが１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。第60期、第61期については潜在株式は存在しますが、希薄

化効果を有していないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　自己資本利益率については、第57期、第58期及び第59期については当期純損失であるため記載しておりません。

第60期については期首、期末の単純平均の純資産額がマイナスであるため、記載しておりません。

５　株価収益率については、第57期、第58期及び第59期については当期純損失であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 37,275 30,351 28,517 27,829 22,410

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △ 743 △ 2,773 △ 3,451 324 181

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △ 1,734 △ 6,384 △ 8,770 78 160

資本金 (百万円) 4,041 4,041 4,041 2,234 2,234

発行済株式総数 (株)

普通株式
31,577,550

 
 

普通株式
31,577,550

 
 

普通株式
31,577,550

 
 

普通株式
63,870,025

A種優先株式
10,219,622

普通株式
63,870,025

A種優先株式
10,219,622

純資産額 (百万円) 10,379 3,921 △ 4,537 4,078 4,219

総資産額 (百万円) 36,744 27,537 18,852 20,842 19,224

１株当たり純資産額 (円) 335.31 126.70△ 146.61 △16.14 △13.94

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)
6.00
(4.00)

0.00
(0.00)

0.00
(0.00)

0.00
(0.00)

0.00
(0.00)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △ 56.03△ 206.26△ 283.34 1.88 2.51

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ─ ─ ─ ― ―

自己資本比率 (％) 28.2 14.2 △ 24.1 19.6 21.9

自己資本利益率 (％) ─ ─ ─ ― 3.9

株価収益率 (倍) ─ ─ ─ 72.7 44.2

配当性向 (％) ─ ─ ─ ― ―

従業員数 (名) 347 357 281 282 280

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第57期、第58期及び第59期については潜在株式は存在しますが１株

当たり当期純損失であるため記載しておりません。第60期、第61期については潜在株式は存在しますが、希薄

化効果を有していないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　株価収益率については、第57期、第58期及び第59期については当期純損失であるため記載しておりません。

５　自己資本利益率については、第57期、第58期及び第59期については当期純損失であるため記載しておりません。

第60期については期中平均の純資産額がマイナスであるため、記載しておりません。

６　配当性向については、第57期、第58期及び第59期については当期純損失であるため記載しておりません。第60

期、第61期については１株当たり配当額が零であるため、記載しておりません。
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２ 【沿革】

昭和32年７月 株式会社京三製作所と(米国)インターナショナル・レクティファイア・コーポ
レーションの資本ならびに技術提携の件、外資法認第828号をもって認可される。

昭和32年８月 資本金25,000千円をもって新会社日本インターナショナル整流器株式会社を設立。

　 本社を東京都中央区銀座西１―１におく。
昭和33年５月 神奈川県秦野市曽屋1204番地に工場を新設。
　 本社を上記秦野市に移転。東京営業所開設。
昭和34年11月大阪営業所開設。
昭和35年４月 本社社屋完成。
昭和35年11月名古屋営業所開設。
昭和36年11月福岡営業所開設。
昭和37年４月 第二工場完成。
昭和40年１月 工場事務棟完成。
昭和42年12月パーツ部門新設。
昭和44年２月 クリーンルーム新工場(第三工場)完成。
昭和44年10月株式額面変更のため日本インターナショナル整流器株式会社(本店東京都新宿区)

に合併。
　 なお、形式上の存続会社の設立年月日は昭和20年５月23日であります。
昭和45年５月 東京証券取引所市場第二部に上場。
昭和46年８月 廃水処理場完成。
昭和47年２月 技術研究所完成。
昭和47年７月 北関東営業所開設。
昭和49年２月 洲際電子股?有限公司(現・連結子会社)を台湾省高雄市に設立。
昭和49年10月機器工場を神奈川県秦野市三屋４―１に完成。
昭和55年10月八王子営業所開設。
昭和56年10月厚生棟完成。
昭和57年12月神奈川営業所開設。
昭和59年10月静岡営業所開設。
昭和60年１月 機器工場増設。
昭和61年８月 東京営業所(新宿)を五反田TOCビルに移転。
昭和62年５月 北陸営業所開設。
昭和62年８月 第８号棟を増築し、本社事務所とする。
昭和62年８月 洲際電子股?有限公司第二工場完成。
昭和63年４月 インターユニット株式会社(現・連結子会社)を神奈川県秦野市曽屋550番地に設

立。
昭和63年８月 商号を日本インター株式会社に変更する。
昭和63年11月岡山営業所開設。
平成２年４月 長野営業所開設。
平成３年８月 戸川工場を神奈川県秦野市戸川307―１に完成。
平成５年５月 商品センターを神奈川県秦野市今泉897―１に完成。
平成５年７月 前工程(クリーンルーム)新工場竣工(平成６年４月稼働開始)。
平成８年２月 洲際電子股?有限公司第三工場完成。
平成８年３月 東京支社(五反田)を新宿第２明宝ビルに移転。
平成９年10月 フィリピンインターエレクトロニクス社(現・連結子会社)をフィリピン共和国

スービック・テクノパークに設立。
平成10年８月 フィリピンインターエレクトロニクス社竣工。
平成12年３月 八王子営業所の一部と神奈川営業所を東京支社へ統合。
平成13年６月 インターエレクトロニクスシンガポール社(現・連結子会社)をシンガポールに設

立。
平成13年８月 岡山営業所を大阪支店に統合。
平成13年10月長野営業所を北関東営業所に統合。
平成14年４月 香港英達電子有限公司(現・連結子会社)を香港に設立。
平成14年11月大阪支店を移転、大阪商品センターを新設。
平成14年12月北関東営業所を東京支社へ統合。
平成16年６月 茨城県つくば市和台につくば事業所を新設。
平成16年９月 東京証券取引所市場第一部に指定替。
平成17年４月 八王子営業所、静岡営業所を東京支社、北陸営業所を名古屋支店に統合。
平成17年８月 日英電子(上海)有限公司(現・連結子会社)を中国上海市に設立。
平成17年９月 韓国に駐在事務所を設立。
平成19年11月アウトソーシングにより、東京商品センターを閉鎖。

平成19年12月洲際電子股?有限公司 台北事務所を新設。

平成20年７月 アウトソーシングにより、大阪商品センターを閉鎖。

平成22年６月 事業再生ADR手続が成立。
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平成22年７月 事業再生計画に基づき、当社債務の一部株式化として51億９百万円のＡ種優先株式
を発行。

平成22年７月 Ningbo Mingxin Microelectronics Co.,Ltdに対し、約２億50百万円の第三者割当
増資を実施。

平成22年７月 当社資本構成の改善を目的として減資を実施。

平成22年８月 東京証券取引所市場第一部から市場第二部へ指定替。

平成22年12月
平成23年８月
平成23年12月

株式会社産業革新機構に対し、35億円の第三者割当増資を実施。
横浜支社を開設し、東京支社と本社機能の一部を統合。
福岡営業所を大阪支店へ統合。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、連結子会社６社(国内１社、海外５社)で構成され、パワー半導体の製造販売を柱

に事業活動を展開しております。

 当社グループは、取り扱う製品・商品別に包括的な戦略を立案し事業活動を展開しており、ディスクリー

ト事業、モジュール事業、商品事業の３つを報告セグメントとしております。

 ３つの事業に係る当社、連結子会社の位置付けは次のとおりであります。
　

主要製品・商品名 会社名

ディスクリート
事業の製品

ショットキー・バリア・ダイオード
(SBD)、
ファースト・リカバリー・エピタキシャ
ル・ダイオード(FRED)、
小電力用一般整流素子等（民生）、他

当社(製造・販売)
IEC (製造・販売)
PIEC(製造・販売)
IES (販売)
HIEC(販売)
NISH(製造・販売)

モジュール
事業の製品

中・大電力用一般整流ダイオード、
サイリスタ、パワーモジュール、
スタック、小電力用一般整流素子等（産
業）、他

当社(製造・販売)
IUC(製造・販売)
NISH(製造・販売)
IES (販売)
HIEC(販売)

　  商品
アクティブ型液晶デバイス、光電変換素
子、組立品、他

当社(販売)
HIEC(販売）、IES（販売）

　
事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社の状況

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有)
割合(％)

関係内容

役員の兼任

資金援助
営業上の
取引

設備の
賃貸借

その他当社
役員

当社
社員

洲際電子股?有
限公司　(注)2

台湾
1,280

(NT$
317百万)

ディスクリー
ト事業の製品
の製造及び販
売

100.0─ 4 なし

原材料を有
償で支給
し、製品を
購入

なし ―

インターユニッ
ト株式会社

神奈川県
秦野市

50
モジュール事
業の製品の製
造及び販売

100.0― 3 なし

原材料を有
償で支給
し、製品を
購入

なし ―

フィリピンイン
ターエレクトロ
ニクス社　(注)2

フィリピン
959

(PHP
406百万)

ディスクリー
ト事業の製品
の製造及び販
売

100.0― 3 なし

原材料を有
償で支給
し、製品を
購入

当社よ
り製造
設備を
貸与

―

インターエレク
トロニクスシン
ガポール社

シンガポー
ル

11
(US$100千)

ディスクリー
ト事業及びモ
ジュール事業
の製品並びに
商品の販売

100.0─ 3 なし
当社の製品
・商品の販
売

なし ―

香港英達電子有
限公司　

中国
1

(香港ドル
100千)

ディスクリー
ト事業及びモ
ジュール事業
の製品並びに
商品の販売

100.0─ 3 なし
当社の製品
・商品の販
売

なし ―

日英電子(上海)
有限公司

中国
67

(US$600千)

ディスクリー
ト事業及びモ
ジュール事業
の製品の製造
および販売

100.0― 4 なし
当社の製品
の販売及び
部品の購入

なし ―

(注) １　主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しています。

２　特定子会社であります。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ディスクリート事業 397

モジュール事業 106

商品事業 30

全社（共通） 127

合計 660

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従来は、各連結会社が行っている主要な事業をその連結会社の全員が携わっている事業として計算しておりま

したが、より詳細にするため、本年から各連結会社が携わっている事業をセグメント別に分け計算することと

しました。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

280 40.1 15.3 5,430,344

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

セグメントの名称 従業員数(名)

ディスクリート事業 90

モジュール事業 84

商品事業 30

全社（共通） 76

合計 280

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには昭和46年12月結成された日本インター労働組合が存在し、平成24年3月31日現在の組

合員数は192人で、会社とは正常かつ円満な労使関係を維持しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における我が国経済は、期初には東日本大震災の影響による経済活動の低下が見られ

ました。第２四半期に入り自動車業界を中心にサプライチェーンの立て直しが当初の見込みより早く進

んだものの、円高の進行、欧州の債務危機による混乱などを背景に海外需要の停滞が見られました。その

後は中国の金融緩和など景気回復を促す動きがあり、国内消費にも底堅さが見られるものの景気の先行

きには慎重な見方が多くなっております。

半導体・電子部品業界においては、震災の影響から第１四半期では自動車業界向けの需要に弱さが見

られましたが、第２四半期にはサプライチェーンの復旧が進み、当初の予想に比べ早い時期から需要の回

復が始まりました。民生分野では震災後の節電をテーマとした需要が起こり、また産業分野では市況の回

復が一旦みられましたが、その後タイでの洪水などの影響や在庫調整の動きがあり、景気減速への警戒感

が鮮明となりました。当業界におきましては、基調として環境・省エネルギー分野の需要は今後も拡大

し、復興関連需要の増加も予想されております。

このような事業環境のもと当社は、中華圏を中心とした海外市場への拡販とともに、太陽光発電、ハイ

ブリッド・電気自動車など環境関連市場の一層の開拓を進め、従来にも増して自動車や産業機器向けへ

の販売に注力してまいりました。また、生産においては製造原価の低減に向けた取り組みを、営業におい

ては採算重視に向けた取り組みを行ってまいりました。

当連結会計年度の連結業績は、売上高が前年同期比59億54百万円(19.7%)減の242億54百万円となりま

した。うち、製品は前年同期比16億27百万円(9.9%)減の147億62百万円で、産業機器の需要の回復がみられ

ましたが、民生分野が減少し前年同期の水準を下回りました。

うち、商品は前年同期比43億27百万円(31.3%)減の94億91百万円で、大型液晶などの落ち込みを主因に

前年同期を大幅に下回りました。

事業別には、ディスクリート事業の製品は、東日本大震災の影響により期初に減少した車載向けが回復

し、ハイブリッド車などの環境対応車向けが増加しましたが、期初は堅調であった太陽光発電向けは第３

四半期以降減少しました。また、日系取引先への薄型テレビやPC及び周辺機器向けは減少し、売上高は前

年同期比23億70百万円(23.5%)減の77億22百万円となりました。製品別では、高周波用整流素子のSBD

（ショットキー・バリア・ダイオード）は、自動車関連向けは震災後の回復により増加しましたが、液晶

テレビなどのデジタル家電向けが減少しました。超高速整流素子のFRED（ファースト・リカバリー・エ

ピタキシャル・ダイオード）についても同様に自動車関連向けは堅調でしたが、液晶テレビなどのデジ

タル家電向けが減少しました。

モジュール事業の製品は、パワーモジュールを中心に産業用電源、工作機向けなどの大幅な伸長によ

り、売上高は前年同期比7億43百万円(11.8%)増の70億40百万円となりました。

商品事業は、電機メーカー向け液晶やオプトデバイスなどの売上が大きく減少しましたが、一方、開発

営業を推進した結果、採算の良い開発商品等の売上は、大幅に増加しました。

損益面におきましては、原価低減と固定費削減に加え、採算を重視した営業活動を積極的に行ってまい

りましたが、売上の減少から営業利益は前年同期比4億88百万円（39.0%）減少の7億63百万円となりまし

た。事業別では、ディスクリート事業は売上の減少及び稼働率の低下による固定費負担の増加から99百万

円の営業損失となりましたが、モジュール事業と商品事業はそれぞれ6億91百万円、1億71百万円の営業利

益を計上しました。経常利益は、円高による為替差損が55百万円にとどまり、前年同期比84百万円

（15.9%）減少の4億45百万円となり、当期純利益は災害損失引当金戻入額30百万円、東日本大震災による

操業度低下に伴う損失23百万円、秋田の土地に係る減損損失9百万円を計上した結果、前年同期比66百万

円（21.4%）増加の3億79百万円となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ８億51百万円減少し、48億

１百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益４億39百万円、減価償却費６億24百万

円、仕入債務の増加額７億51百万円などにより、14億46百万円のプラスとなりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出３億93百万円などにより、１億

56百万円のマイナスとなりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる27億50百万円の増加がありましたが、社債の

償還による支出27億50百万円、長期借入金の返済による支出７億16百万円、短期借入金の減少11億64百万

円などの減少があり、21億53百万円のマイナスとなりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

ディスクリート事業 7,961 △22.4

モジュール事業 7,038 10.7

合計 14,999 △9.7

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３　当連結会計年度より、セグメントを「民生製品」から「ディスクリート事業」へ、「産業製品」から「モ

ジュール事業」へ、「商品」から「商品事業」へ変更しております。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

ディスクリート事業 7,342 △21.7 382 △49.8

モジュール事業 6,299 △8.9 1,091 △40.4

製品　計 13,641 △16.3 1,474 △43.2

商品事業　計 10,494 △22.0 2,582 63.5

合計 24,136 △18.9 4,056 △2.8

(注) １　上記の金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２　当連結会計年度より、セグメントを「民生製品」から「ディスクリート事業」へ、「産業製品」から「モ

ジュール事業」へ、「商品」から「商品事業」へ変更しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

ディスクリート事業 7,722 △23.5

モジュール事業 7,040 11.8

製品　計 14,762 △9.9

商品事業　計 9,491 △31.3

合計 24,254 △19.7

(注) １　上記の金額はセグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、相手先別の販

売実績等の記載を省略しております。

３　当連結会計年度より、セグメントを「民生製品」から「ディスクリート事業」へ、「産業製品」から「モ

ジュール事業」へ、「商品」から「商品事業」へ変更しております。

　　 ４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1)会社の経営の基本方針

当社は、すべてのお客様に最高の満足と安心を提供し、社会へ貢献し、地域との共生を目指し、働く人々

の幸福と進歩、夢を創造することを基本理念としております。今後成長が期待される車載、再生可能エネ

ルギー市場などに焦点をあて、高効率な電力変換・制御（パワーマネジメント）を可能にするパワー半

導体の開発・製造・販売、及び他社の半導体・電子部品の代理店販売を柱に事業を展開しております。

事業をとおして、省エネや環境保全の面から社会に貢献していくとともに、半導体・電子部品を組み合

わせたトータルソリューションを提案していくことで将来に渡り、企業価値の創造と向上を図っていく

ことを基本方針としております。

(2)中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題

当社は、平成23年４月から向こう５ヶ年の中期経営計画を策定し推進しております。「製品ラインアッ

プ・生産規模・コスト競争力において、海外半導体メーカーと対等に戦えるグローバル総合半導体メー

カーになる」ことを経営ビジョンとし、その実現のために、成長市場への営業強化・シェア拡大ならびに

中華圏市場における事業拡大、新製品領域（次世代半導体）への参入を重点方針としております。

具体的には下記項目に全社一丸となって取り組んで参ります。

① 成長市場・有望市場への注力

・市場としての拡大が見込まれる中華圏の営業拡大に注力します。

・車載、再生可能エネルギー、産業向けなど今後の有望市場に経営資源を集中します。

・商品事業につきましては、デバイスビジネスから収益性の高い受託開発ビジネスへのシフトを

積極的に推進します。

② 製造の国外拠点化、規模拡大を推進

・製品事業につきましては、生産能力の拡大ならびに原価低減を図るため、海外ファウンドリと後

工程専業メーカーの活用を含めた生産体制の再構築を積極的に進めます。

③ 要員の再配置

・中華圏でのビジネス拡大をさらに進めるため、中華圏にヘッドクオーターを設立し、製造から営

業、品質まで一貫した管理体制を構築します。これに伴い海外で必要とする人材を確保するた

め、要員の再配置を行います。

④ 計画的な投資の実施

・今後注力していく市場向け新製品開発ならびに生産増強のため、他社とのアライアンスを含め、

より効果的、効率的な投資を実施していきます。

⑤ グローバルで通用する財務体質づくり

・コストの削減と収益重視の営業展開を柱とした収益力の増強と合わせ、在庫削減等による

キャッシュフロー重視の経営を推進し、有利子負債の削減と純資産の充実を図ります。
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４ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ(当社及び連結会社)が判断

したものであります。

１.当社グループは、経営成績、株価、財務状況などに影響を及ぼす可能性のあるリスク要因のうち、主なもの

として以下のとおり認識しております。

(1)市況の変動によるリスク

当社グループが販売する半導体・電子部品は、セットメーカーの生産動向と競合他社との価格競争に

より、その販売動向が大きく左右されます。特に半導体ではシリコンサイクルと呼ばれる循環的な市況変

動を繰り返してきており、この変動が業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

(2)技術革新への対応

当社グループが製造している半導体関連製品は、急速な技術革新、最終製品の需要及び新たな最終製品

の登場などにより、その競争力を失う可能性があります。今後も製品の競争力を維持していくためには、

継続したコストダウンを行うとともに、市場動向を的確に把握し、最先端技術及びノウハウを取得又は開

発することで、新たな製品を顧客に提供し続ける必要があります。

(3)為替変動によるリスク

当社グループは、海外での製品販売を一部外貨建てで行っており、為替リスクをすべて回避することは

不可能であり、業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。

(4)製品の不具合によるリスク

当社グループが販売する製品は、品質マネジメントシステムに基づく品質管理体制を敷いております

が、販売後に何らかの不具合が発生する可能性を排除することはできません。重大な不具合が発生した場

合、顧客の損失を補填するための多額の費用や取引の停止など、業績及び財務状況に悪影響を与える可能

性があります。

(5)法的リスク

当社グループは、新製品開発において競合他社の知的財産権を侵害しないよう専門部署を組織し対応

しておりますが、特許権などの知的財産権に関する侵害訴訟を申し立てられ、莫大な費用が発生する可能

性がないとはいえません。

また環境規制を遵守し環境保全ならびに安全確保に努めておりますが、事前に予知できない事態の発

生により法的責任を負う可能性もあります。これらの結果が業績及び財務状況に悪影響を与える可能性

があります。

(6)自然災害などのリスク

当社グループは、製造拠点を分散する体制を敷くと同時に、定期的な災害防止検査と設備点検を行って

おります。しかし製造拠点において大規模地震などの自然災害の発生により操業が停止し、復旧のために

巨額な費用を要すことで、業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。また海外での事業にお

いては、政情不安などによる影響から、製品供給や販売に支障を生じ、業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

(7)当社株式に係る議決権の希薄化に関わるリスク（取引金融機関を割当先とする第三者割当によるＡ種

優先株式の発行）

当社は、平成22年６月22日開催の事業再生ADR手続の第３回債権者会議において、当社が策定する事業

再生計画案につき全取引金融機関等の同意を得て、平成22年７月15日、取引金融機関に対するＡ種優先株

式の発行を実施いたしました。当該Ａ種優先株式に普通株式を対価とする取得請求権が付されたことか

ら、将来においてこれが行使された場合には、既存株主様が保有する普通株式について希薄化が生じるこ

ととなります。

(8)大株主としての経営権について（産業革新機構）

当社は、平成22年12月28日に株式会社産業革新機構（以下、産業革新機構）に対して、第三者割当増資

を実施し、これにより同社は発行後の総議決権数の48.94％を占める筆頭株主となりました。同社に確認

したところ、企業会計基準適用指針第22号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に

関する適用指針」（企業会計基準委員会）第24項に従い、投資企業である同社にとって当社は関連会社

に該当しないと判断していることから、当社の株主総会を通じて、財務及び営業又は事業の方針の決定に

対して重要な影響を与える意図はないものと判断しております。また、産業革新機構は、この第三者割当

増資により取得する当社株式について、当社の将来性を理解したスポンサーとして、長期的な視点から保

有する予定であるとの意向を示しておりますが、同社による当社株式の売却について、当社の定款上特に

制限が設けられておらず、これを制限する合意を当社との間で行っているものでもないことから、その保

有する当社株式の売却状況等により、当社株式の需給関係及び市場価格等に重大な影響を与える可能性

があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　　(提出会社)

相手先 契約の内容 契約期間

CREE,Inc.
 SiC-SBDチップ購入契約
（製造権及び販売権の許諾）

自　平成19年６月１日　　
至　平成23年６月26日

　

６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発活動の目的は、エレクトロニクス機器の小型化、高効率

化、低ノイズ化、低コスト化を実現するパワー半導体製品の開発であり、その適応領域は小型の携帯端末か

ら大型の産業機器に至るまで多岐にわたっております。今後は低炭素社会の実現や省エネルギーに向け、環

境対応機器市場での需要が大きく期待されます。これらの市場に対応した薄型テレビを始めとするデジタ

ル家電などの電源の省エネ化、スマートフォンやタブレットなどの小型・薄型化、太陽光発電や燃料電池用

パワーコンディショナーの高効率化、ハイブリッド車や電気自動車に要求される高信頼性等に着目し、研究

開発活動を進めて参ります。

　
・ディスクリート事業

① アバランシェ保証型のショットキー・バリア・ダイオード（SBD）については、モールド型モ

ジュールに搭載し、HEVのDC-DCコンバーター向けに量産を開始しました。また、次世代のHEV向け

に更なる高信頼性、高効率化、大電流化、低コスト化の実現を目指し、新製品開発を着手しており

ます。

② スマートフォン、タブレット向けに、SBDの薄厚化と小型・薄型パッケージ技術を活用し、小型・

薄厚製品のラインアップを拡充しました。今後は低ノイズ化の実現を目指した新製品開発に取り

組んで参ります。

③ 定電流駆動方式のLED照明用電源制御ICについては、基礎開発を完了致しました。この製品は外付

けMOSFETの選択により幅広いアプリケーションに対応が可能であります。また、調光機能付きLED

照明用の電源制御ICについても開発に着手しております。

④ ファースト・リカバリー・エピタキシャル・ダイオード（FRED）については、コスト競争力を維

持するために８インチ化の開発を完了しました。今後は、更なる高性能化及び顧客ニーズに対応

した新製品開発に取り組んで参ります。

　
・モジュール事業

① モ－ルド型ダイオ－ドモジュ－ルは、今後機器の小型化、低コスト化の市場要求を満たす製品と

して成長が期待されており、太陽光発電やEV／HEV、産業機器市場におけるDC－DCコンバ－タ用

に、平成23年度中の量産化を目標に開発を進めてきました。この度EV/HEV用にモ－ルド型SBDモ

ジュ－ル(90V/80A)の開発を完了し、平成23年12月より量産を開始しました。産業用途向けのモー

ルド型モジュールに関しても順次開発を進めております。

② 放熱フィン一体型のモジュ－ルとして開発されたアルミ溶湯モジュールは、絶縁基板下のハンダ

を使用しないアルミ一体成型技術を採用したことで、低熱抵抗かつ高信頼性を実現しており、製

品展開が進行中です。また、新たな冷却フィン一体型構造を開発し更なる小型化・高信頼性を目

指したモジュールの開発に取り組んでおります。

③ 太陽光発電に使用されるパワ－コンディショナ－市場をタ－ゲットに、SiC-SBDとSi-IGBTを組み

合わせた高効率なハイブリッドモジュ－ルの開発を進めております。関連機器としてパネルの接

続箱やバイパスダイオードを一体化した小型モジュールの開発にも着手しています。

④ 制御プログラムが書き込み可能な制御基板を内蔵したマルチファンクションモジュ－ル（MFM）

は、お客様のニーズに応じたカスタムモジュ－ルの開発が可能となっており、製品展開が進行中

です。

　
今後とも、一層市場の声に耳を傾けパワ－エレクトロニクスの発展に貢献すべく、パワ－半導体の研究

開発活動を進めてまいります。なお、当連結会計年度は研究開発費として６億60百万円を投入いたしまし

た。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ15億52百万円減少の209億55百万円となりまし

た。主な内訳としては、現金及び預金が８億51百万円、前渡金が２億39百万円減少しております。

負債は、前連結会計年度末と比べ19億20百万円減少の165億12百万円となりました。主な内訳としては、

短期借入金が12億28百万円、１年内償還予定の社債が27億50百万円減少し、長期借入金が20億90百万円増

加しております。

純資産は、前連結会計年度末と比べ、３億68百万円増加の44億43百万円となりました。主な内訳として

は、利益剰余金が３億79百万円増加しております。

(2) 経営成績の分析

「１　業績等の概要　(1)業績」を参照願います。

(3) キャッシュ・フローの分析

「１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」を参照願います。

(4) 次期の見通し

欧州債務危機、原油高、円高、ならびに電力供給など日本経済の回復には制約要因が多く見られます。一

方では、復興事業の本格化と並行して、環境重視・省エネへの流れのなか節電・蓄電設備の普及、再生可

能エネルギーの利用促進、ハイブリッド車・電気自動車、LED照明、スマートフォン・タブレットＰＣの普

及などを背景にパワー半導体への需要拡大が進むものと期待されます。

こうした中で当社は、ディスクリート・モジュール事業では成長市場である車載、LED照明、産業機器向

けなどの新製品開発、原材料等など製品原価の低減、新興国での顧客要求に一層適合する品質と価格の実

現を図り、中華圏での新規代理店確保などによる営業拡大や環境対応車関連の受注確保などによる製品

売上の増加に積極的に取り組んでいきます。また、商品事業においては、受託開発ビジネスの一層の推進

により収益力の強化を図って参ります。

　
(注)　業績見通し等は、現時点で入手可能な情報および当社グループが合理的と判断した前提に基づいて作成しており、

リスクや不確実性を含んでおります。実際の業績は様々な要因の変化により、見通しとは大きく異なることがあり得る

ことを予めご承知おき下さい。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は３億12百万円であります。提出会社における設備投資額の主なものは、

生産能力増強設備として１億49百万円、研究開発関係の設備等として29百万円であります。

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

事業所名
セグメントの名

称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

本社・秦野
事業所
(神奈川県
秦野市)

ディスクリー
ト 事 業 ・ モ
ジュール事業

製造設備 379 147
137
(23)
[2]

52 12 729 121

つくば事業
所
(茨城県つ
くば市)

ディスクリー
ト事業

製造設備 825 58
334
(33)
[―]

302 4 1,526 40

戸川工場
(神奈川県
秦野市)

モジュール事
業

出荷関連設備 5 0
―
[―]

― 0 6 6

その他

ディスクリー
ト 事 業 ・ モ
ジュール事業
・商品事業

― 95 239
3
(5)
[5]

178 62 579 113

合計 　 ― 1,306 446
475
(61)
[7]

534 79 2,841 280

(注) １　帳簿価額には建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　土地面積の[　]内書は借用面積であります。

４　帳簿価額の「その他」の主な内容は工具、器具及び備品であります。

(2) 国内子会社

会社名
セグメント
の名称

事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千
㎡)

リース
資産

その他 合計

インター
ユニット
株式会社

モジュー
ル事業

神奈川県
秦野市

製造設備 17 0
309
(2)

3 2 332 18

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　帳簿価額の「その他」の主な内容は工具、器具及び備品であります。
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(3) 在外子会社

会社名
セグメント
の名称

事業所名
(所在地)

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積千
㎡)

リース
資産

その他 合計

洲際電子
股?有限
公司

ディスク
リート事
業

台湾
高雄市

製造設
備

48 43
―
[3]

― 0 91 257

フィリピ
ン イ ン
ターエレ
クトロニ
クス社

ディスク
リート事
業

フィリピン
スービック
テクノパー
ク

〃 313 17
―
[10]

― 0 331 78

(注) １　帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

３　[　]内書は借用面積であります。

４　帳簿価額の「その他」の主な内容は工具、器具及び備品であります。

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
セグメント
の名称

所在地
設備の
内容

投資予定額(百万円)
資金調達方法

着工及び完了予定 完成後の
増加能力総額 既支払額 着工年月 完成年月

日本イン
ター株式会
社

ディスク
リート事
業

茨城県
つくば
市

半導体
製造設
備

82 ― 自己資金
平成24年5
月

平成25年3
月

―

(2) 重要な設備の除却等

有価証券報告書提出日現在において重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】　

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

A種優先株式 20,000,000

計 120,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,870,02563,870,025
東京証券取引所
(市場第二部)

(注１)

Ａ種優先株式
(当該優先株式は行
使価額修正条項付新
株予約権付社債券等
であります。)

10,219,62210,219,622―
(注２)、（注３）
(注４)、（注５）

計 74,089,64774,089,647― ―

(注)１  権利の内容に制限のない標準となる株式であり、単元株式数は100株であります。

(注)２　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等(Ａ種優先株式)の特質は以下のとおりであります。

①Ａ種優先株式には、当社普通株式を対価とする取得請求権が付与されております。Ａ種優先株式

の取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、一定の期間における当社株式の株価を基

準として決定され、又は修正されることがあり、当社の株価の下落により、当該取得請求権の対価

として交付される当社普通株式の数は増加する場合があります。

②Ａ種優先株式の取得請求権の対価として交付される普通株式の数は、取得請求権が行使されたＡ

種優先株式に係る払込金額の総額を、以下の基準額で除して算出されます（小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切り捨てます。）。また、基準額は、下記のとおり、2015年４月１日以降、毎年

１回の頻度で修正されます。

当初基準額は、2014年４月１日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の各取引日の株式

会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）における当社の普通株式の普通取

引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入します。）に相当する金額又は150円のいずれか高い金額であります。

2015年４月１日から2037年３月31日までの期間の毎年４月１日において、当該日に先立つ45取引

日目に始まる連続する30取引日の各取引日の東京証券取引所における当社の普通株式の普通取

引の毎日の終値（気配表示を含みます。）の平均値（円位未満小数第２位まで算出し、その小数

第２位を四捨五入します。）に相当する金額に修正されます。

③上記②の基準額の修正は、当初基準額の100％に相当する額を上限とし、当初基準額の80％に相当

する額又は150円のいずれか高い額を下限とします。

Ａ種優先株主による取得請求がなされた日において、剰余授権株式数（以下に定義されます。以

下同様とします。）が請求対象普通株式総数（以下に定義されます。以下同様とします。）を下回

る場合には、(i)各Ａ種優先株主による取得請求にかかるＡ種優先株式の数に、(ii)剰余授権株式

数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第1位まで計算し、その小数第1

位を切り捨てます。また、０を下回る場合は０とします。）のＡ種優先株式のみ、取得請求の効力

が生じるものとし、取得請求の効力が生じるＡ種優先株式以外の取得請求にかかるＡ種優先株式

については、取得請求がなされなかったものとみなします。

「剰余授権株式数」とは、以下のＡおよびＢのいずれか小さい数をいいます。
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Ａ：(I)当該取得請求日における当社の発行可能株式総数より、(II)(i)当該取得請求日の前月の

末日（以下「当該前月末日」といいます。）における発行済株式（自己株式を除きます。）の

数および(ii)当該前月末日における新株予約権（会社法第236条第１項第４号の期間の初日

が到来していないものを除きます。）の新株予約権者が会社法第282条の規定により取得する

こととなる株式の数の総数を控除した数

Ｂ： (I)当該取得請求日における当社の普通株式の発行可能種類株式総数より、(II)(i)当該前月

末日における発行済普通株式（自己株式を除きます。）の数および(ii)当該前月末日におけ

る新株予約権（会社法第236条第１項第４号の期間の初日が到来していないものを除きま

す。）の新株予約権者が会社法第282条の規定により取得することとなる普通株式の数の総数

を控除した数

「請求対象普通株式総数」とは、Ａ種優先株主が取得請求日に取得請求をしたＡ種優先株式の数

に500円を乗じて得られる額を取得請求日における取得価額（修正・調整されます。）で除して

得られる数（小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げます。）をいいます。

④Ａ種優先株式には、当社が、当社の取締役会が別に定める日の到来をもって、法令上可能な範囲

で、金銭を対価としてＡ種優先株式を取得することができる取得条項が付されています。

なお、Ａ種優先株式の取得請求の期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式の全部を、取得請求

期間の末日の翌日が到来することをもって普通株式の交付と引換えに取得するものとし、かかる

Ａ種優先株式を取得するのと引換えに、かかるＡ種優先株式の数に500円を乗じて得られる額を

取得請求期間の末日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の東京証券取引所における

当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値で除して得られる数の普通株式をＡ種優先株

主に対して交付するものとします。

上記①乃至④の詳細は、Ａ種優先株式の内容として、下記(注３)に記載しております。

(注)３　Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。

１．単元株式数

　　　100株

２．剰余金の配当

(1)Ａ種優先配当

当社は、Ａ種優先株式について、2010年６月末日を含む事業年度から2014年３月末日を含む事業

年度に係る剰余金の配当を行わない。

当社は、2014年４月１日以降の事業年度に係る剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株式を有す

る株主（以下「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優

先登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）およ

び普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に優先して、Ａ種優先株

式１株につき下記(2)に定める額の金銭（以下「Ａ種優先配当金」という。）を支払う。

(2)Ａ種優先配当金の額

Ａ種優先配当金の額は、500円に、それぞれの事業年度毎に下記算式により算定される年率（以下

「Ａ種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額とする。但し、円位未満小数第２位まで算出

し、その小数第２位を四捨五入する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

Ａ種優先配当年率＝日本円TIBOR（12ヶ月物）＋1.00％

「日本円TIBOR（12ヶ月物）」とは、各事業年度の初日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）

（以下「Ａ種優先配当年率決定基準日」という。）の午前11時における日本円12ヶ月物トー

キョー・インターバンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値を

指すものとし、Ａ種優先配当年率決定基準日に日本円12ヶ月物トーキョー・インターバンク・オ

ファード・レートが公表されない場合、これに代えて同日（当日がロンドンにおける銀行休業日

の場合は前営業日）ロンドン時間午前11時におけるユーロ円12ヶ月物ロンドン・インターバン

ク・オファード・レートとして英国銀行協会（BBA）によって公表される数値またはこれに準ず

るものと認められる数値とする。

(3)非累積条項

ある事業年度においてＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配

当の額がＡ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。

(4)非参加条項

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金の配当

は行わない。

３．残余財産の分配

(1)残余財産の分配

当社の残余財産の分配をするときは、普通株主および普通登録株式質権者に対する残余財産の分

配に優先して、Ａ種優先株式1株につき、500円を支払う。

(2)非参加条項
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Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配は行わな

い。

４．議決権

　Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

５．普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、2014年４月１日以降2037年３月31日（同日を含む。）までの間（以下「Ａ種転換

請求期間」という。）いつでも、当社に対して、普通株式の交付と引換えに、その有するＡ種優先株

式の全部または一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＡ種優先株主が取得

の請求をしたＡ種優先株式を取得するのと引換えに、次に定める数の普通株式を、当該Ａ種優先株

主に対して交付するものとする。但し、本項に基づくＡ種優先株主による取得の請求（以下「転換

請求」という。）がなされた日（以下「転換請求日」という。）において、剰余授権株式数（以下に

定義される。以下同じ。）が請求対象普通株式総数（以下に定義される。以下同じ。）を下回る場合

には、(i)各Ａ種優先株主による転換請求にかかるＡ種優先株式の数に、(ii)剰余授権株式数を請求

対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数（小数第１位まで計算し、その小数第１位を切り

捨てる。また、０を下回る場合は０とする。）のＡ種優先株式のみ、転換請求の効力が生じるものと

し、転換請求の効力が生じるＡ種優先株式以外の転換請求にかかるＡ種優先株式については、転換

請求がなされなかったものとみなす。

「剰余授権株式数」とは、以下のＡおよびＢのいずれか小さい数をいう。

Ａ：(I)当該転換請求日における当社の発行可能株式総数より、(II)(i)当該転換請求日の前月の

末日（以下「当該前月末日」という。）における発行済株式（自己株式を除く。）の数および

(ii)当該前月末日における新株予約権（会社法第236条第１項第４号の期間の初日が到来し

ていないものを除く。）の新株予約権者が会社法第282条の規定により取得することとなる株

式の数の総数を控除した数

Ｂ：(I)当該転換請求日における当社の普通株式の発行可能種類株式総数より、(II)(i)当該前月

末日における発行済普通株式（自己株式を除く。）の数および(ii)当該前月末日における新

株予約権（会社法第236条第１項第４号の期間の初日が到来していないものを除く。）の新株

予約権者が会社法第282条の規定により取得することとなる普通株式の数の総数を控除した

数

「請求対象普通株式総数」とは、Ａ種優先株主が当該転換請求日に転換請求をしたＡ種優先株式の

数に500円を乗じて得られる額を当該転換請求日における下記(2)乃至(4)で定める取得価額で除し

て得られる数(小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。)をいう。

(1) Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＡ種優先株式の数に

500円を乗じて得られる額を、下記(2)乃至(4)に定める取得価額で除して得られる数とする。な

お、Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、

これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はし

ない。

(2) 当初取得価額

取得価額は、当初、2014年４月１日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日（以下、本(2)

において「当初時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所（その承継人を含み、当社

の普通株式が株式会社東京証券取引所に上場していない場合は、当社の普通株式を上場または登

録している他の金融商品取引所または店頭売買有価証券市場（複数ある場合は、当社の普通株式

の出来高、値付率等を考慮して最も適切と判断される金融商品取引所または店頭売買有価証券市

場）をいう。以下同じ。）における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）

の平均値（終値のない日数を除く。）または150円のいずれか高い金額とする。

なお、当初時価算定期間中に下記(4)に規定する事由が生じた場合、上記の終値（気配表示を含

む。）および150円は下記(4)に準じて当社が適当と判断する値に調整される。

(3) 取得価額の修正

取得価額は、Ａ種転換請求期間中、毎年４月１日（以下、それぞれ「修正基準日」という。）にお

ける時価（以下に定義される。以下「修正基準日価額」という。）に修正される（以下、かかる修

正後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。但し、2015年４月１日以降、修正後取得価額が

当初取得価額の、100％に相当する額（但し、下記（4）に規定する事由が生じた場合、下記(4)に

準じて調整されるものとし、以下「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額

は上限取得価額とし、当初取得価額の80％に相当する額または150円のいずれか高い額（但し、下

記(4)に規定する事由が生じた場合、下記(4)に準じて調整されるものとし、以下「下限取得価

額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。

修正基準日における時価は、各修正基準日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日（以

下、本(3)において「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当社の普通株

式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、円位未
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満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）とする。

なお、時価算定期間中に下記(4)に規定する事由が生じた場合、上記の終値（気配表示を含む。）

は下記(4)に準じて当社が適当と判断する値に調整される。

(4) 取得価額の調整

(a)以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額を調整

する。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無

償割当て前発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。)」、「分割後発

行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株

式を除く。)」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額 ＝調整前取得価額 ×
  分割前発行済普通株式数

 分割後発行済普通株式数
調整後の取得価額は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日(株式

無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日)の翌日以降これを適用する。

② 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、

取得価額を調整する。

調整後取得価額 ＝調整前取得価額×
  併合前発行済普通株式数
  併合後発行済普通株式数

③ 下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または

当社が保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取

得される株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本(4)におい

て同じ。）の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株

式交換もしくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下「取得価額

調整式」という。）により取得価額を調整する。調整後の取得価額は、払込期日（払込期間を定め

た場合には当該払込期間の最終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた

場合は当該基準日（以下「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有

する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分

する当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する株式の数」は「処分前において当社が保

有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

　 （発行済普通株式の数－当社が 　 新たに発行する普通株式の数
　 保有する普通株式の数） + ×1株当たり払込金額

調整後取得価額＝調整前取得価額× 　 　 普通株式１株当たりの時価
　 （発行済普通株式の数－当社が保有する普通株式の数）
　 +新たに発行する普通株式の数

④ 当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式

１株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けるこ

とができる株式を発行または処分する場合(株式無償割当ての場合を含む。)、かかる株式の払込

期日(払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本④において同じ。)に、株式無償割

当ての場合にはその効力が生ずる日(株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準

日。以下本④において同じ。)に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株

式の全てが当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において

「１株当たり払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後の取得価額とす

る。調整後の取得価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の

翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。

⑤ 行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払

込価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記(d)に定める普通株式１株当

たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する

場合（新株予約権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割

当ての場合にはその効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当

該基準日。以下本⑤において同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株

予約権全てが当初の条件で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得

価額調整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価

額と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用し

て計算される額を、調整後の取得価額とする。調整後の取得価額は、かかる新株予約権の割当日の

翌日以降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日が

ある場合にはその翌日以降、これを適用する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社の取締役、

監査役または従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新

株予約権には適用されないものとする。
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(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①および②のいずれかに該当する場合には、当社はＡ種

優先株主およびＡ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事

由、調整後の取得価額、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切

に行うものとする。

① 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、

吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または

新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。

② 前①のほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当社が保有する普通株式の数を除く。）の変

更または変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先立

つ45取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の

普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計

算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未

満にとどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。

６．金銭を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、2019年７月１日以降の毎年７月１日から７月31日までの期間（以下「Ａ種償還

請求期間」という。）、法令上可能な範囲で、かつ、下記(1)に定める上限の範囲内において、当社

に対して、金銭の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全部または一部を取得することを

請求（以下「償還請求」といい、償還請求が効力を生じた日を「償還請求日」という。）するこ

とができるものとし、当社はＡ種優先株主が償還請求をしたＡ種優先株式を取得するのと引換え

に、下記(2)に定める額（以下「任意償還価額」という。）の金銭を、当該Ａ種優先株主に対して

交付するものとする。なお、償還請求日における下記(1)に定める上限を超えて償還請求が行われ

た場合、取得すべきＡ種優先株式は、償還請求が行われたＡ種優先株式の数に応じた按分比例の

方法による。

(1)任意償還価額の上限金額

Ａ種優先株主は、償還請求日の最終事業年度にかかる損益計算書における当期純利益の２分の１

から、以下の金額の合計額を控除した金額を任意償還価額の上限として、償還請求をすることが

できる。

(a)償還請求日の最終事業年度の末日（同日を含まない。）からＡ種償還請求期間の開始日（同日

を含まない。）までの間に剰余金の配当が決定されたＡ種優先配当金の総額

(b)償還請求日の最終事業年度の末日（同日を含まない。）からＡ種償還請求期間の開始日（同日

を含まない。）までの間に金銭を対価とする取得条項に基づく取得が行われ、または決定された

Ａ種優先株式の取得に際して対価として交付される金銭の総額

(2)任意償還価額

任意償還価額は、Ａ種優先株式１株につき、500円とする。

７．普通株式を対価とする取得条項

当社は、Ａ種転換請求期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式の全部を、Ａ種転換請求期間の

末日の翌日が到来することをもって普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かか

るＡ種優先株式を取得するのと引換えに、かかるＡ種優先株式の数に500円を乗じて得られる額

をＡ種転換請求期間の末日に先立つ45取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券

取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値の

ない日数を除く。また、当該平均値が150円を下回る場合には、平均値は150円とする。なお、平均値

の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。かかる期間中に第５

項(4)に規定する事由が生じた場合、上記の終値は第５項(4)に準じて当社が適当と判断する値に

調整される。）で除して得られる数の普通株式をＡ種優先株主に対して交付するものとする。Ａ

種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会

社法第234条に従ってこれを取扱う。

８．金銭を対価とする取得条項

(1)当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日(以下「強制償還日」という。)が到来すること

をもって、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ａ種優先株式の全部または一部を取得す

ることができる。この場合、当社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、下記(2)に定め

る額（以下「強制償還価額」という。）の金銭をＡ種優先株主に対して交付するものとする。な

お、Ａ種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法による。

(2)強制償還価額

強制償還価額は、2014年３月末日以前においてはＡ種優先株式１株につき550円、2014年４月１日

以降においてはＡ種優先株式１株につき500円とする。
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９．株式の併合または分割、募集株式の割当て等

(1)当社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。

(2)当社は、Ａ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受

ける権利を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。

10．会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

会社法第322条第２項に規定する定款の定めはない。

11．議決権の有無およびその理由

当社は、Ａ種優先株式とは異なる種類の株式である普通株式を発行している。普通株式は、株主と

しての権利内容に制限のない株式であるが、Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しな

い。これは、Ａ種優先株式を配当金や残余財産の分配について優先権を持つ代わりに議決権がな

い内容としたものである。

12．その他

Ａ種優先株式について譲渡制限は定めない。

(注)４　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等(Ａ種優先株式)に関する事項は以下のとおりでありま

す。　

(1)当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利行使に関する事項についての

当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容

　該当事項はありません。

(2)当社の株券の売買に関する事項についての当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所

有者との間の取決めの内容

　該当事項はありません。

(3)当社の株券の貸借に関する事項についての当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所

有者と当社の特別利害関係者等との間の取決めの内容

　該当事項はありません。

(注)５　Ａ種優先株式に係る出資は、発行価額の総額（5,109,811,000円）に相当する金銭以外の財産の現物

出資の方法により行われております。当該現物出資に係る財産の内容は、以下のとおりでありま

す。

① 株式会社横浜銀行との間の平成12年７月10日付当座貸越契約書に基づく金銭貸付債権（価額：

金10億円（このうち金460,574,000円相当分を現物出資）、返済期日：平成22年４月30日、利率：

3.050％、目的：金銭貸付債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ））

② 貸付人としての株式会社横浜銀行、株式会社三井住友銀行及び株式会社三菱東京UFJ銀行、並び

にアレンジャー兼エージェントとしての株式会社横浜銀行との間の平成20年９月24日付コミッ

トメントライン契約書に基づく金銭貸付債権（価額：借入総額35億円のうち株式会社横浜銀行

貸付分の21億円（全額につき現物出資）、返済期日：平成22年４月30日、利率：1.963％、目的：

金銭貸付債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ））

③ 株式会社横浜銀行との間の平成21年９月28日付当座貸越契約書に基づく金銭貸付債権（価額：

金20億円（全額につき現物出資）、返済期日：平成22年４月30日、利率3.050％、目的：金銭貸付

債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ））

④ 株式会社三井住友銀行との間の平成22年３月30日付手形貸付借入（変更）申込書に基づく貸付

けに係る金銭貸付債権（価額：金416,000,000円（このうち金258,620,500円相当分を現物出

資）、返済期日：平成22年４月30日、利率：1.975％、目的：金銭貸付債権の株式化（デット・エ

クイティ・スワップ））

⑤ 株式会社三菱東京UFJ銀行との間の平成18年９月27日付金銭消費貸借契約証書に基づく金銭貸

付債権（価額：５億円（このうち金40,616,500 円相当分を現物出資）、返済期日：平成23年９

月27日、利率：2.480％、目的：金銭貸付債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ））

⑥ 株式会社三菱東京UFJ銀行との間の平成19年９月27日付金銭消費貸借契約証書に基づく金銭貸

付債権（価額：２億５千万円（全額につき現物出資）、返済期日：平成24年９月27日、利率：

2.090％、目的：金銭貸付債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ））

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　   該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年４月１日～
平成20年３月31日
　　　　　　　(注)１

普通株式
20,000

普通株式
31,577,550

2 4,041 2 4,010

平成22年６月18日
　　　　　　　(注)２

普通株式
△624,225

普通株式
30,953,325

― 4,041 ― 4,010

平成22年７月15日
　　　　　　　(注)３

普通株式
1,666,700

普通株式
32,620,025

125 4,166 125 4,135

平成22年７月15日
　　　　　　　(注)４

A種優先株式
10,219,622

普通株式
32,620,025
A種優先株式
10,219,622

2,554 6,721 2,554 6,690

平成22年７月15日
　　　　　　　(注)５

―

普通株式
32,620,025
A種優先株式
10,219,622

△6,236 484 △6,690 ―

平成22年12月28日
　　　　　　　(注)６

普通株式
31,250,000

普通株式
63,870,025
A種優先株式
10,219,622

1,750 2,234 1,750 1,750

(注) １.新株引受権(ストックオプション)の行使による増加であります。

２.自己株式（普通株式）624,225株を消却したことにより、発行済株式総数が同数減少しております。

３.有償第三者割当による普通株式の発行

募集株式の種類及び数　普通株式1,666,700株

発行価格　　　　　　　１株につき150円

資本組入額　　　　　　１株につき75円

割当先　　　　　　　　第三者割当の方法によりNingbo Mingxin Microelectronics Co.,Ltdに

　　　　　　　　　　　1,666,700株を割当
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４.有償第三者割当によるA種優先株式の発行

募集株式の種類及び数　A種優先株式10,219,622株

発行価格　　　　　　　１株につき500円

資本組入額　　　　　　１株につき250円

割当先　　　　　　　　第三者割当の方法により以下の者に対し以下のとおり割当

　　　　　　　　　　　株式会社横浜銀行　　 　9,121,148株を割当

　　　　　　　　　　　株式会社三井住友銀行   　517,241株を割当

　　　　　　　　　　　株式会社三菱東京UFJ銀行　581,233株を割当

５.会社法第447条第１項及び会社法第448条第１項の規定に基づき、資本金及び資本準備金の額を各々62億36百

万円、66億90百万円減少し、その他資本剰余金に振り替えたものであります。

６.有償第三者割当による普通株式の発行

募集株式の種類及び数　普通株式31,250,000株

発行価格　　　　　　　１株につき112円

資本組入額　　　　　　１株につき56円

割当先　　　　　　　　第三者割当の方法により株式会社産業革新機構に

　　　　　　　　　　　31,250,000株を割当

　

(6) 【所有者別状況】

普通株式

　　平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ７ 19 105 24 １ 6,283 6,439 ―

所有株式数
(単元)

― 22,1264,846398,56248,782 ５ 164,212638,53316,725

所有株式数
の割合(％)

― 3.46 0.76 62.42 7.64 0.00 25.72100.00 ―

(注) １　自己株式464株は「個人その他」に4単元および「単元未満株式の状況」に64株含めて記載しております。

２　上記「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、20単元含まれております。

　

A種優先株式

　　平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 ― ― ― ― ― 3 ―

所有株式数
(単元)

― 102,195 ― ― ― ― ― 102,195 122

所有株式数
の割合(％)

― 100.00 ― ― ― ― ― 100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】

所有株式数別

　　平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社産業革新機構 千代田区丸の内１丁目６番５号 31,250 42.17

株式会社横浜銀行 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号 10,607 14.31

株式会社京三製作所 横浜市鶴見区平安町２丁目29番１号 6,320 8.53

インターナショナル・レクティ
ファイアー・コーポレーション

233 ＫＡＮＳＡＳ ＳＴＲＥＥＴ, 
ＥＬ ＳＥＧＵＮＤＯ, ＣＡ　90245 
Ｕ.Ｓ.Ａ.

 
2,850

 
3.84

ニンボー ミンシン マイクロエ
レクトロニクス

ＮＯ．168 ＣＡＮＧＨＡＩ ＲＯＡＤ　Ｎ
ＩＮＧＢＯ　ＨＩ－ＴＥＣＨ　ＰＡＲＫ,
ＮＩＮＧＢＯ, ＺＨＥＪＩＡＮＧ，　Ｃ
ＨＩＮＡ

 
1,666

 
2.24

日本インター協力会社持株会
横浜市港北区新横浜２丁目８番12号　
ATTEND ON TOWER 11F

979 1.32

株式会社三井住友銀行 千代田区丸の内１丁目１番２号 808 1.09

株式会社三菱東京UFJ銀行 千代田区丸の内２丁目７番１号 581 0.78

新電元工業株式会社 千代田区大手町２丁目２番１号 456 0.61

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 363 0.49

計 ― 55,880 75.38

　

所有議決権数別

　　平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権
数(個)

総株主の議決権に対する所有
議決権数の割合(％)

株式会社産業革新機構 千代田区丸の内１丁目６番５号 312,500 48.94

株式会社京三製作所 横浜市鶴見区平安町２丁目29番１号 63,200 9.89

インターナショナル・レクティ
ファイアー・コーポレーション

233 ＫＡＮＳＡＳ ＳＴＲＥＥＴ, 
ＥＬ ＳＥＧＵＮＤＯ, ＣＡ　90245 
Ｕ.Ｓ.Ａ.

28,500 4.46

ニンボー ミンシン マイクロエ
レクトロニクス

ＮＯ．168 ＣＡＮＧＨＡＩ ＲＯＡＤ　
ＮＩＮＧＢＯ　ＨＩ－ＴＥＣＨ　ＰＡＲ
Ｋ,ＮＩＮＧＢＯ, ＺＨＥＪＩＡＮＧ，
　ＣＨＩＮＡ

16,667 2.61

株式会社横浜銀行
横浜市西区みなとみらい３丁目１番１
号

14,860 2.32

日本インター協力会社持株会
横浜市港北区新横浜２丁目８番12号　
ATTEND ON TOWER 11F

9,792 1.53

新電元工業株式会社 千代田区大手町２丁目２番１号 4,562 0.71

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町１丁目２番１０号 3,632 0.56

株式会社ミツバ 桐生市広沢町１丁目2681 3,000 0.46

株式会社三井住友銀行 千代田区丸の内１丁目１番２号 2,910 0.45

計 ― 459,623 71.93
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
A種優先株式
10,219,500

― (注１）

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

400
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

63,852,900
638,529 同上（注２）

単元未満株式

普通株式   
16,725

―
同上（注３）

A種優先株式
（注１）

122

発行済株式総数

普通株式

―
―

63,870,025
A種優先株式

（注１）
10,219,622

総株主の議決権 ― 638,529 ―

(注) １　A種優先株式の内容は、（１）株式の総数等②発行済株式に記載のとおりであります。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。

３　「単元未満株式」欄の株式には、当社所有の自己株式64株が含まれております。

　

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

日本インター株式会社 神奈川県秦野市曽屋1204 400 ― 400 0.00

計 ― 400 ― 400 0.00

　（注）　上記の他、単元未満株式64株を所有しております。

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。
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(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 464 ― 464 ―

(注)　当期間における処理状況及び保有自己株式数には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取り及び買増しによる株式数は含めておりません。

　

３ 【配当政策】

当社は、安定配当の維持に努力することを基本にしております。一方では、予想される競争激化に耐え

得る企業体質の強化ならびに急速な技術革新に対応できる設備投資・研究開発投資など、将来の事業展

開に備えるための内部留保の充実等を勘案し、決定する方針をとっております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。また、当社は中間配当を行うことができる旨

を定款に定めております。

第61期決算におきましては、平成22年６月の事業再生ADRの決議を経て業績の改善と財務体質の強化に

全社を挙げて取り組んで参りました結果、３億79百万円の当期純利益を計上することができました。しか

しながら、上記に記載の配当の基本方針、事業再生期間中であること、ならびに厳しい経営環境等を総合

的に勘案し、前期に引き続き誠に遺憾ながら無配とさせていただきました。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　①普通株式

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 709 367 380 250 211

最低(円) 207 102 169 65 91

(注)　最高最低株価は、平成22年８月１日からは東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は同取引所市

場第一部におけるものであります。

　②A種優先株式

　　A種優先株式は非上場ですので、該当はございません。
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(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高(円) 116 107 123 120 124 120

最低(円) 100 91 95 97 108 106

(注)　最高最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　
５ 【役員の状況】

(1) 平成24年６月27日（有価証券報告書提出日）現在の役員の状況は以下のとおりであります。

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役 執行役員社長 江　坂　文　秀 昭和38年４月17日生

平成元年７月 アメリカアンダーセンコンサル

ティング入社 同社マネージャー

(注)３
普通株式
21,600

平成７年９月 インターナショナル・レクティ

ファイアー・コーポレーション入

社

同社ディレクター・アジアカスタ

マーサービス統括

平成10年７月 アイアールファーイースト株式会

社（現インターナショナル・レク

ティファイアー・ジャパン株式会

社）代表取締役社長

平成12年６月 当社取締役

平成18年６月 株式会社京三製作所取締役

平成19年11月 当社専務執行役員

平成20年12月 当社製品営業統括部門長

平成21年１月 当社製品事業部長

平成22年６月 当社代表取締役社長(現任)

　 当社執行役員社長(現任)

平成24年４月 当社統括、ディスクリート事業部、

モジュール事業部、経営企画部、内

部監査室、管理部門

平成24年６月

 
当社統括、商品事業部、内部監査室

（現任）

取締役
 

専務執行役員 本　多　正　樹 昭和42年８月28日生

平成２年４月 株式会社NTTデータ 入社

(注)３ 0

平成15年７月 同社ビジネスイノベーション本部

課長

平成17年10月 株式会社ティー・ピー・アール・

ジェイ入社　専務取締役・出願カ

ウンセリング部門長

平成18年３月 同社 代表取締役社長

平成19年４月 株式会社アゴス・ジャパン 代表

取締役社長兼CEO

平成23年４月 当社顧問

平成23年６月 当社取締役（現任）、当社専務執

行役員（現任）

平成24年４月 当社品質保証部門、事業管理部、経

営企画部副担当

平成24年６月 当社半導体事業部（現任）

取締役 専務執行役員 中　津　信　彦 昭和33年11月17日生

昭和57年４月 三井物産株式会社入社

(注)３ 0

平成９年７月 サイバートラスト株式会社 最高

財務責任者兼営業統轄

平成20年４月 株式会社三景 専務執行役員 最高

財務責任者兼コーポレート本部長

平成21年４月 日本SGI株式会社 執行役員最高財

務責任者兼管理業務推進本部長兼

経理財務部長

平成22年２月 同社代表取締役社長兼CEO兼営業

統括本部長

平成23年11月 当社専務執行役員（現任）

平成24年６月 当社取締役（現任）、管理部門、法

務・コンプライアンス室、品質保

証部（現任）
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取締役 　 柴　田　英　利 昭和47年11月16日生

平成７年４月 東海旅客鉄道株式会社入社

(注)３ 0

平成13年８月 株式会社MKSパートナーズ入社

平成16年８月 同社パートナー

平成19年10月 メリルリンチ日本証券株式会社入

社 グローバル プライベート エ

クイティ マネージングディレク

ター

平成21年９月 株式会社産業革新機構入社 投資

事業グループ マネージングディ

レクター

平成22年12月 当社取締役（現任）

平成24年６月 株式会社産業革新機構 投資事業

グループ  執行役員（現任）

取締役 　 関　根　　　武 昭和36年２月19日生

平成３年10月 監査法人トーマツ（現 有限責任

監査法人トーマツ）入所

(注)３ 0

平成７年８月 公認会計士登録

平成14年４月 経済産業省 経済産業政策局　勤務

平成18年７月 監査法人トーマツ（現 有限責任

監査法人トーマツ） 復職

平成21年12月 株式会社産業革新機構入社　ビジ

ネス統括グループ マネージング

ディレクター

平成22年12月 当社取締役（現任）

平成24年６月 株式会社産業革新機構 経営管理

グループ  執行役員（現任）

常勤監査役 　 三　毛　　　正 昭和24年９月22日生

昭和48年４月 株式会社横浜銀行入行

(注)４
普通株式
10,800

平成９年６月 同行融資２部長

平成11年４月 同行藤沢中央支店長

平成12年５月 同行執行役員相模原駅前支店長

平成15年４月 浜銀ファイナンス株式会社顧問

平成15年６月 同社代表取締役副社長

平成19年８月 同社代表取締役社長

平成21年４月 当社常務執行役員

平成21年６月 当社取締役

平成22年６月 当社専務執行役員

平成24年４月 当社商品事業部、法務・コンプラ

イアンス室、経営企画部副担当

平成24年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 澤　田　久　代 昭和39年10月５日生

平成７年４月 弁護士登録(横浜弁護士会)

横浜綜合法律事務所入所
(注)４ 0

平成14年10月 同事務所パートナー(現任)

平成18年６月 当社監査役(現任)

監査役
 

　 新　居　英　一 昭和58年４月５日生

平成19年４月 みずほ証券株式会社入社

(注)５ 0

平成21年12月 株式会社産業革新機構入社 投資

事業グループ アソシエイト（現

任）

平成22年12月 当社監査役（現任）

計
普通株式
32,400

　 (注) １　取締役柴田英利、関根武は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２　監査役澤田久代、新居英一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３　取締役の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

４　監査役三毛正、澤田久代の任期は、平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定
時株主総会終結の時までであります。

５　監査役新居英一の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総
会終結の時までであります。

６　当社は監査役澤田久代を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

　
　

　
６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

 当社はすべての利害関係者からみて、経営の公正性・透明性・健全性が確保されるよう、経営システム

の維持向上をはかり、迅速な意思決定に基づく効率的な事業運営を推進していくことが企業価値の向上

につながるものと認識しております。そのためにコーポレート・ガバナンス体制の確立が経営上の重要

課題であると位置付け、その機能強化に努めております。

具体的には下記のとおりであります。

１．取締役の職務執行については、取締役会が監督し監査役が監査しております。
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２．業務執行については、取締役会で選任された執行役員を中心に行っております。

３．取締役の任期についてはこれを１年とし、激変する経営環境に迅速に対応できる体制として

　　おります。

４．社外取締役・社外監査役を選任することで、経営の監督・監視機能を強化しております。

　
(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

会社の機関の基本説明

　当社は監査役設置会社であります。就任している取締役は５名、うち社外取締役２名には客観的な立場

から助言、指導を受けております。また、当社では取締役会において選任された執行役員が日常の業務執

行を司る「執行役員制度」を導入しております。

　なお、監査役は３名、うち社外監査役は２名で、その中の１名は弁護士であり、財務・会計に関する知見

を有する常勤監査役と共に監査体制の強化を図っております。

　当社では、経営上の意思決定ならびに業務執行の監督を行う取締役会と、日常の業務執行を担う執行役

員との役割を明確にすることで、適正な監督・監視及び迅速な業務執行を行い、コーポレートガバナンス

の充実が図れるよう、現体制を採用しています。

　取締役会は、当社の規模及び機動性を考慮し執行役員を兼務する常勤取締役３名と非常勤の社外取締役

２名で構成されており、定例取締役会を毎月開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催しています。

法令または定款に規定する事項の決議及び業務執行に係る重要事項の審議・決定を行っております。

　経営会議を原則として毎月定例的に開催し、取締役会・株主総会への付議・報告事項を審議・付議し、

経営方針・戦略等について情報共有・意見交換を行っております。

　また、業務執行会議を原則として毎月定例的に開催し、取締役会で決定した方針・戦略に基づき、具体的

施策を議論し業務執行の統括を行っております。

　なお、当社は、会社法第427条第1項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法

令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が

責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

内部統制システムの整備の状況

　内部統制の基本方針

　当社は、会社法および会社法施行規則に則り、法令等の遵守を徹底し社会的責任を果たしつつ、以下のと

おり「業務の適正を確保するための体制に関する基本方針」(以下「内部統制の基本方針」という)を整

備する。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）取締役会で定める「経営理念」「経営方針」「行動指針」「企業倫理綱領」をもって、全取締役

及び社員の行動規範とする。

（2）全取締役及び社員の職務執行が、法令及び定款に適合することを確保するため制定した「コンプ

ライアンスマニュアル」を整備し、その周知徹底をはかり、法令等の遵守に努めるものとする。

（3）全取締役及び社員が法令違反その他コンプライアンス上疑義のある事実を発見した場合の報告

体制として、直接情報提供ができる内部通報制度の整備を行い、その適切な運用をはかる。

（4）内部監査室が定期的に内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフィードバックするととも

に、代表取締役社長ならびに監査役及び取締役会・監査役会に適宜報告する。

（5）企業倫理綱領に反社会的勢力との関係遮断について明確に記載し、組織として毅然とした態度で

対応して一切の関係をもたない。また、警察等の外部専門機関と緊密に連携し、不当要求は拒絶す

る。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（1）取締役の職務執行に係る情報について管理基準および管理体制を整備し、法令及び社内規則に基

づき作成保存する。また、必要に応じて、取締役及び監査役が閲覧・謄写が可能な状態にて管理す

る。

（2）法令または証券取引所適時開示規則に則り必要な情報開示を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（1）「リスク管理規程」に基づき代表取締役社長を委員長として、各事業部、部門を担当する執行役

員、部門長から構成するリスク管理委員会を随時開催し、業務リスク、情報システムリスク、財務リ

スク、コンプライアンス等の全社的なリスク管理体制を統括管理する。

（2）緊急対応を要すると判断される場合は、リスク管理委員会がその対応を決定し、関連部門にその

実施を指示する。

（3）代表取締役社長に直属する部署である内部監査室は、定期的に行う業務監査実施項目及び実施方

法を策定する。監査実施項目を遺漏なきよう検証し、リスク管理状況を含む監査結果について代表
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取締役社長に報告する。

（4）当社及び子会社は、金融商品取引法等の定めに従い、「財務報告に係る内部統制の評価・報告に

関する規程」に則り、財務報告に係る内部統制の評価・報告を行う。

（5）内部統制の適切かつ効果的な運用により把握された不備は是正し、当社及び子会社の財務報告の

信頼性と適正性を確保する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（1）経営と業務執行の分離及び責任と権限の明確化を図る観点から取締役会の選任による執行役員

制度を設け、取締役会は経営戦略の創出及び業務執行の統制を担う機能に特化し、代表取締役執行

役員社長は全社の事業の統轄を行い、以下執行役員及び事業部長、部門長は業務執行の責任者とし

て、各事業部、部門の職務を執行する。

（2）取締役会は経営理念の下に経営計画・目標を策定し、代表取締役執行役員社長以下執行役員及び

事業部長、部門長はその達成に向けて職務を遂行し、取締役会がその実績報告のもとに必要に応じ

て目標を修正する。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（1）当社から子会社に取締役及び監査役を派遣し、派遣された取締役及び監査役は月次の業務報告を

当社の担当部門に報告する。

（2）内部監査室及び監査役は定期的に子会社の監査を実施し、その子会社の業務執行状況を監査す

る。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

（1）監査役から求められた場合は、監査役と協議のうえ合理的な範囲で配置する。

７．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

（1）監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については、監査役会の意見を尊重する。

（2）また、兼務してその補助使用人を務める者の任命・異動についても同様とする。

８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1)取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請に応じて必要な報告及び

情報提供を行う。

（2）常勤監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関

する重要な文書を閲覧して報告を求めることができる。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（1）監査役会は、代表取締役社長と定期的な会合を持ち、監査上の重要課題等について意見交換を行

う。

（2）監査役は、内部監査室および補助使用人と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監査室

および補助使用人に調査を求める。

（3）監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行うとともに、必要に応じ

て会計監査人に報告を求める。

　
内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

監査役は、取締役会ならびに業務執行会議等の重要な会議に出席する他、稟議書の閲覧や内部監査室及

び会計監査人との連携等を通じ、適法性・妥当性の監査を実施し、その結果を監査役会に報告しておりま

す。

監査役及び監査役会は、会計監査人より定期的に報告を受けるとともに、監査の立会い等を通じ、会計

監査並びに内部統制監査等に関する意見及び情報の交換を行い、効率的な監査の実施に努めております。

　監査役及び監査役会は、内部監査室長より、内部統制システムの構築・運用に関する評価等について定

期的に報告を受けるとともに、随時情報交換を行い、その結果を内部統制システムに係る監査役監査に活

かしております。

内部監査につきましては、社長直轄の組織として内部監査室（２名）を設置しております。同室は、当

社グループ全体の内部統制整備・運用状況の評価および業務の有効性・効率性、法令順守状況等の監査

を計画的に実施し、業務改善に関する助言を行いつつ監査役並びに法務・コンプライアンス室との連携

の下、コーポレートガバナンスおよびコンプライアンス体制の強化に努めております。

会計監査につきましては、海南監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法に基づく会計

監査を受けております。

　なお、平成24年３月期の会計監査を担当した公認会計士及び監査年数につきましては、以下のとおりで

あります。

・齋藤　勝 海南監査法人 １ 年

・仁戸田学 海南監査法人 ３ 年
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社外取締役及び社外監査役との関係

　社外取締役２名及び社外監査役２名からは、これまで培ってきた業務経験を活かし、当社の経営の重要

事項の決定及び業務執行の監査等に客観的な立場から助言、指導を受けております。

　社外取締役である柴田英利氏は、株式会社産業革新機構の投資事業グループの執行役員であり、同社は

当社の議決権の48.94％を保有しておりますが、同社と当社との間では特別な利害関係はありません。同

氏は過去において他の会社の役員であったことがあり、現在において他の会社の役員を兼任しておりま

すが、当該他の会社と当社との間では特別な利害関係はありません。

　社外取締役である関根武氏は、株式会社産業革新機構の経営管理グループの執行役員であり、同社は当

社の議決権の48.94％を保有しておりますが、同社と当社との間では特別な利害関係はありません。同氏

は過去において他の会社の役員であったことはなく、現在において他の会社の役員を兼任しております

が、当該他の会社と当社との間では特別な利害関係はありません。

　社外監査役である澤田久代氏は、横浜綜合法律事務所のパートナー弁護士であり、同社と当社との間に

は、人的関係、資本的関係等の利害関係はありません。同氏は過去において他の会社の役員であったこと

があり、現在において他の会社の役員を兼任しておりますが、当該他の会社と当社との間では特別な利害

関係はありません。

　社外監査役である新居英一氏は、株式会社産業革新機構の投資事業グループのアソシエイトであり、同

社は当社の議決権の48.94％を保有しておりますが、同社と当社との間では特別な利害関係はありませ

ん。同氏は過去において他の会社の役員であったことはなく、現在において他の会社の役員を兼任してお

りません。

　当社において、社外取締役および社外監査役を選任するための独立性に関する基準および方針は特に定

めておりません。

　社外取締役及び社外監査役による監督・監査と、内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携、並び

に内部統制部門との関係はつぎのとおりであります。

　社外監査役は、原則毎月、定例的に開催する監査役会に出席し、常勤監査役から監査報告を受けるととも

に、四半期並びに適時に、内部監査報告を内部監査室より、会計監査報告を会計監査人より受けておりま

す。これらの報告を受けるなかで質疑応答・意見交換を行い、社外監査役の意見をこれら監査に活かすと

ともに必要事項については、取締役会で説明し社外取締役との情報共有をはかることで、社外取締役の監

督機能の実効性確保に努めております。

　内部統制部門との関係においては、内部統制推進事務局である法務・コンプライアンス室より、期中に

おいて内部統制の進捗が取締役会・監査役会へ報告されるとともに、原則毎月、定例的に開催される取締

役会での経理部からの決算報告等を通じ、社外取締役及び社外監査役との情報共有、監督・監査機能の充

実に努めております。

　

リスク管理体制

　内部統制の基本方針に従い、リスク管理の強化に取り組んでおります。リスク管理規程に基づき、リスク

管理委員会を定例的に開催し、継続的な改善を進めるとともに、各事業部・部門から選任されたメンバー

で構成される全社組織の安全衛生委員会、環境保全委員会、安全保障輸出管理委員会等、各種委員会の活

動を通じ、リスク発生の予防と被害拡散の防止に努めております。

　また、リスク管理体制につきましては、取締役会で決議した「内部統制の基本方針」に基づき、適切な統

制が働くよう、継続的な改善活動を推進しており、平成23年度は重要リスクへの対応を強化し、実効性の

高いリスク管理体制の構築に取り組んでまいりました。平成24年度はこの仕組みに沿った運用を確実に

進めてまいります。
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役員報酬

当社は役員の役職及び担当に基づき報酬を決定する方針であります。当期における役員報酬は以下の

とおりであります。

・取締役に支払った報酬（社外取締役を除く） 基本報酬 　３名：34,419千円

・監査役に支払った報酬（社外監査役を除く） 基本報酬　 １名：13,200千円

　　　　　　　　  計　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　47,619千円

また、上記支給の他、執行役員として業務執行を兼務する取締役に対し、使用人給与相当額21,840千円

があります。社外役員３名に対する報酬は19,620千円であります。

なお、報酬の総額が１億円以上の役員はおりませんので、個別開示は記載を省略しております。

　

取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。

　

取締役の選任の決議要件

取締役の選任については累積投票によらないものとし、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　

取締役会で決議できる株主総会決議事項

自己株式の取得

　当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第2項の規定に基づき、取締役会の

決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第5項の規定に基づき、取締役会の決議

によって毎年9月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

株主総会の特別決議要件

　会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件につきましては、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

を定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。また、株主への機動的な利益還元を目的とし

て、毎年９月30日の最終株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、取締役会

の決議によって中間配当ができる旨を定款に定めております。

　

買収防衛策に関する事項

　該当事項はございません。

　

種類株式の議決権行使に関する取扱いの差異

当社は、平成22年６月30日開催の当社第59回定時株主総会において、定款変更により普通株式の他、A

種優先株式を発行できる旨を付議し、原案通り承認可決されました。

　なお、A種優先株式は議決権を有しておりません。これは、A種優先株式を配当金や残余財産の分配につ

いて優先権を持つ代わりに議決権がないこととしたものであります。
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株式保有の状況

１．政策投資目的の投資株式

(1)銘柄数及び当期の貸借対照表計上額の合計額

２銘柄　122百万円

(2) 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額

及び保有目的

(前事業年度)

特定投資株式

　 銘    柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

1株式会社京三製作所 336,500 148取引関係の強化のため

2シャープ株式会社 5,600 4 取引関係の強化のため

(当事業年度)

特定投資株式

　 銘    柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

1株式会社京三製作所 336,500 119取引関係の強化のため

2シャープ株式会社 5,600 3 取引関係の強化のため

　

２．純投資目的の投資株式

該当事項はありません。

信託等を利用した従業員持株制度

該当事項はありません。

情報開示体制

　重要な決定事項ならびに発生事項につきましては、東京証券取引所「適時開示規則」に照らし、情報取

扱責任者が判断したうえで適時開示担当部署が速やかに対応しております。また、ホームページによる財

務情報の提供等、IR活動による情報開示を積極的に推進し、経営の現状や将来のビジョンについて、情報

を正確に伝え、市場から正当な評価が得られるよう努めております。
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(会社の機関・内部統制の関係図)
　

　

　
(2)【監査報酬の内容等】

①　【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 27 ─ 26 ─

連結子会社 ― ─ ─ ─

計 27 ─ 26 ─

　
②　【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　
③　【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　
④　【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査公認会計士の監査計画を検討し、独立

性の確保、監査の品質管理体制、監査計画遂行に必要な人員、監査日数、監査時間、監査実施事業所等を

総合的に考慮し、決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。)に基づいて作成しております。

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成

24年３月31日まで)及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表について、海南監査法人により監査を受けております。

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計

基準等の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を

整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。また、同機構の行う研修等に参加し

ております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 5,753

※1
 4,901

受取手形及び売掛金 ※3
 5,832

※3, ※4
 5,863

商品及び製品 ※1
 2,316

※1
 2,321

仕掛品 ※1
 1,855

※1
 1,787

原材料及び貯蔵品 ※1
 1,412

※1
 1,513

前払費用 64 59

前渡金 239 0

短期貸付金 6 6

未収入金 237 101

繰延税金資産 2 10

その他 2 4

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 17,718 16,564

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 6,801

※1
 6,849

減価償却累計額 △5,180 △5,302

建物及び構築物（純額） 1,620 1,547

機械装置及び運搬具 ※1
 11,968

※1
 11,934

減価償却累計額 △11,282 △11,422

機械装置及び運搬具（純額） 686 512

土地 ※1
 893

※1
 883

リース資産 987 1,206

減価償却累計額 △523 △645

リース資産（純額） 463 560

建設仮勘定 214 47

その他 2,224 2,136

減価償却累計額 △2,147 △2,046

その他（純額） 76 90

有形固定資産合計 3,954 3,641

無形固定資産

借地権 7 7

ソフトウエア 10 10

その他 33 25

無形固定資産合計 51 43

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 153

※1
 122

長期貸付金 33 27

長期前払費用 98 96

保証金 337 317

繰延税金資産 13 26

その他 172 147

貸倒引当金 △34 △32

投資その他の資産合計 774 705

固定資産合計 4,780 4,390
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延資産

社債発行費 8 －

繰延資産合計 8 －

資産合計 22,507 20,955

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,411 ※1, ※４
 3,872

短期借入金 ※1, ※2
 3,092

※1, ※2
 1,864

1年内償還予定の社債 2,750 －

リース債務 248 279

未払金 257 310

未払費用 145 151

未払法人税等 42 37

賞与引当金 159 91

リース資産減損勘定 247 209

資産除去債務 7 7

災害損失引当金 162 －

その他 144 66

流動負債合計 10,668 6,891

固定負債

長期借入金 ※1
 5,330

※1
 7,421

リース債務 853 774

繰延税金負債 10 7

退職給付引当金 529 627

長期リース資産減損勘定 632 406

資産除去債務 12 17

事業整理損失引当金 294 290

その他 99 76

固定負債合計 7,763 9,620

負債合計 18,432 16,512

純資産の部

株主資本

資本金 2,234 2,234

資本剰余金 1,750 1,750

利益剰余金 531 910

自己株式 △0 △0

株主資本合計 4,515 4,894

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 15 △3

為替換算調整勘定 △456 △447

その他の包括利益累計額合計 △441 △451

純資産合計 4,074 4,443

負債純資産合計 22,507 20,955
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 30,209 24,254

売上原価 ※2, ※4
 25,273

※2, ※4
 19,800

売上総利益 4,935 4,453

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 3,683

※1, ※2
 3,690

営業利益 1,252 763

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 20 3

仕入割引 19 12

物品売却益 13 32

受取賃貸料 6 5

雑収入 79 21

営業外収益合計 144 78

営業外費用

支払利息 347 264

社債発行費償却 16 8

為替差損 378 55

雑支出 124 68

営業外費用合計 866 396

経常利益 530 445

特別利益

災害損失引当金戻入額 － 30

貸倒引当金戻入額 12 －

賞与引当金戻入額 34 －

投資有価証券売却益 404 －

前期損益修正益 23 －

役員退職慰労債務消滅益 ※9
 19 －

その他 2 －

特別利益合計 497 30

特別損失

固定資産除却損 ※3
 10

※3
 3

減損損失 ※5
 43

※5
 9

災害による損失 ※6
 119

※6
 23

災害損失引当金繰入額 ※7
 162 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 29 －

過年度たな卸資産修正損 48 －

事業再生損失 ※8
 241 －

投資有価証券売却損 15 －

その他 1 －

特別損失合計 673 36

税金等調整前当期純利益 354 439

法人税、住民税及び事業税 43 74

法人税等調整額 △1 △14

法人税等合計 42 60

少数株主損益調整前当期純利益 312 379

当期純利益 312 379
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 312 379

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △321 △19

為替換算調整勘定 △34 9

その他の包括利益合計 △356 ※1
 △10

包括利益 △43 368

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △43 368

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,041 2,234

当期変動額

新株の発行 4,429 －

減資 △6,236 －

当期変動額合計 △1,807 －

当期末残高 2,234 2,234

資本剰余金

当期首残高 4,077 1,750

当期変動額

新株の発行 4,429 －

減資 6,236 －

自己株式の消却 △508 －

欠損填補 △12,485 －

当期変動額合計 △2,327 －

当期末残高 1,750 1,750

利益剰余金

当期首残高 △12,266 531

当期変動額

当期純利益 312 379

自己株式の消却 △0 －

欠損填補 12,485 －

当期変動額合計 12,798 379

当期末残高 531 910

自己株式

当期首残高 △508 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

自己株式の消却 508 －

当期変動額合計 508 －

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 △4,656 4,515

当期変動額

新株の発行 8,859 －

当期純利益 312 379

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 9,172 379

当期末残高 4,515 4,894
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 337 15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△321 △19

当期変動額合計 △321 △19

当期末残高 15 △3

為替換算調整勘定

当期首残高 △422 △456

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△34 9

当期変動額合計 △34 9

当期末残高 △456 △447

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △84 △441

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△356 △10

当期変動額合計 △356 △10

当期末残高 △441 △451

純資産合計

当期首残高 △4,740 4,074

当期変動額

新株の発行 8,859 －

当期純利益 312 379

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △356 △10

当期変動額合計 8,815 368

当期末残高 4,074 4,443
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 354 439

減価償却費 638 624

減損損失 43 9

繰延資産償却額 16 8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △2

退職給付引当金の増減額（△は減少） △36 100

災害損失引当金の増減額（△は減少） 162 △162

受取利息及び受取配当金 △24 △6

支払利息 347 264

為替差損益（△は益） 127 △11

投資有価証券売却損益（△は益） △388 －

有形固定資産除却損 10 3

売上債権の増減額（△は増加） 863 △71

たな卸資産の増減額（△は増加） △151 △44

仕入債務の増減額（△は減少） △1,468 751

賞与引当金の増減額（△は減少） 30 △67

未払費用の増減額（△は減少） △146 11

その他 △313 △66

小計 58 1,779

利息及び配当金の受取額 23 6

利息の支払額 △354 △259

法人税等の支払額 △20 △80

営業活動によるキャッシュ・フロー △293 1,446

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △294 △393

有形固定資産の売却による収入 4 198

投資有価証券の売却による収入 1,247 －

貸付けによる支出 △1 －

貸付金の回収による収入 7 6

その他 168 31

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,132 △156

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,940 △1,164

長期借入れによる収入 300 2,750

長期借入金の返済による支出 △574 △716

社債の償還による支出 △2,100 △2,750

株式の発行による収入 3,576 －

リース債務の返済による支出 △237 △272

配当金の支払額 △0 △0

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,904 △2,153

現金及び現金同等物に係る換算差額 △162 11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,581 △851

現金及び現金同等物の期首残高 1,071 5,653

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 5,653

※1
 4,801
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【継続企業の前提に関する事項】

　該当事項はありません。

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１.連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

洲際電子股?有限公司、インターユニット株式会社、フィリピンインターエレクトロニクス社、イン

ターエレクトロニクスシンガポール社、香港英達電子有限公司、日英電子(上海)有限公司の６社であり、

全ての子会社を連結しております。

２.持分法の適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

３.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 　 決算日

日英電子(上海)有限公司 　 12月31日 ※１

※１　連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としております。

４.会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は、総平均法により算定)

②デリバティブ

時価法

③棚卸資産

移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)　　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

主として、当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によっております。ただし、当

社および国内連結子会社の建物(建物付属設備を含む)については定額法を採用しており、取得価額が

10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却をしております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　５～15年

②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を採用しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

ものについては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に順じた会計処理を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生連結会計年度から

費用処理しております。

④事業整理損失引当金

事業整理に伴い発生する損失に備えるため、事業整理に係る損失見込み額を計上しております。

⑤災害損失引当金

東日本大震災により生じた製造設備等に対する損害の修繕に充てるため、修繕に必要な額を見積書

等に基づき合理的に算定できる範囲で計上しております。

(4) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

イ.ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等について、振当処理を行っております。

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)  為替予約 

(ヘッジ対象)　外貨建金銭債権債務等 

ハ.ヘッジ方針

通貨関連では、為替予約の限度額を実需の範囲内とし、ヘッジ手段をヘッジ対象の範囲内で将来の

為替相場の変動によるリスクを回避する目的で利用する方針であります。

ニ.ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、為替相場の変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省

略しております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。　　

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

【追加情報】

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準　第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針　第24号　平成21年12月4日）を適用し

ております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産及び担保付債務は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

（質権） 　 　

定期預金 100 100

計 100 100

（工場財団） 　 　

土地 137 137

建物及び構築物 137 119

機械装置及び運搬具 11 0

計 285 256

（その他） 　 　

土地 756 746

建物及び構築物 908 834

投資有価証券 152 122

商品及び製品 1,968 1,415

仕掛品 1,525 1,383

原材料及び貯蔵品 1,010 1,260

計 6,322 5,763

合計 6,708 6,120

　 　 　

（被担保債務） 　 　

買掛金 ― 316

短期借入金 3,092 1,864

長期借入金 5,330 7,421

　
※２　当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため当座貸越契約を締結しております。当連結

会計年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

当座貸越極度額 2,447百万円 1,296百万円

借入実行残高 2,441百万円 1,290百万円

差引額 5百万円 5百万円

　
※３　保証債務及び手形遡及債務等

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形割引高 907百万円 574百万円
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※４　期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済がおこなわれたものとして処理しており

ます。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、当連

結会計年度末残高から除かれております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形 ― 百万円 171百万円

支払手形 ― 百万円 87百万円

　
(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

役員報酬 90百万円 89百万円

給料及び賞与 1,199百万円 1,277百万円

運送費 338百万円 212百万円

旅費及び交通費 119百万円 124百万円

賃借料 240百万円 200百万円

業務委託費 357百万円 418百万円

減価償却費 136百万円 171百万円

賞与引当金繰入額 41百万円 55百万円

退職給付費用 119百万円 149百万円

　
※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

研究開発費 663百万円 660百万円

　
　

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物及び構築物 7百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 2百万円 0百万円

その他(工具、器具及び備品、
ソフトウエア)

0百万円 2百万円

計 10百万円 3百万円

　
※４　期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。△表示は洗替による戻入額の純額を意味しております。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

売上原価 △69百万円 △43百万円
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※５　減損損失

    前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

事業の抜本的見直しを行った結果、遊休資産と認識していた保有土地について、これを売却すること

としたことに伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額43百万円を減損損失として特別損

失に計上いたしました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、鑑定評価額に基づく正味売却価額（売却見込額から処分

費用見込み額を控除した金額）により算出しております。
　

　
場所 用途 種類

金額

（百万円）

　
秋田県秋田市 売却 土地 43

　

　
    当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

売却予定資産につきまして、帳簿価額を回収可能価額まで減額いたしました。なお、当該資産グルー

プの回収可能価額は、鑑定評価額に基づく正味売却価額（売却見込額から処分費用見込み額を控除し

た金額）により算出しております。
　

　
場所 用途 種類

金額

（百万円）

　
秋田県秋田市 売却 土地 9

　

　

　
※６　災害による損失

    前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　決算日までに発生した東日本大震災による操業停止に係る固定費及び棚卸資産廃棄損として、119百

万円を計上いたしました。

　

    当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　決算日までに発生した東日本大震災による操業停止に係る固定費として、23百万円を計上いたしまし

た。

　

※７　災害損失引当金繰入額

    前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　東日本大震災により生じた製造設備等に対する損害の修繕に充てるため、修繕に必要な額を見積書等

に基づき合理的に算定できる範囲で計上しております。

　
    当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　該当事項はありません。

　
※８　事業再生損失

    前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　事業再生手続きに係る弁護士費用及びコンサルティング費用として、241百万円を計上いたしました。

　
    当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　該当事項はありません。
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※９　役員退職慰労債務消滅益

　前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

役員退職慰労債務が消滅したことにより、19百万円を計上いたしました。

　
　当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
当期発生額 △ 30百万円

組替調整額 ― 百万円

　 税効果調整前 △ 30百万円

　 税効果額 10百万円

   その他有価証券評価差額金 △ 19百万円

為替換算調整勘定
当期発生額 9 百万円

   税効果額 ― 百万円

   為替換算調整勘定 9 百万円

その他の包括利益合計 △10百万円

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 31,577,550 32,916,700 624,225 63,870,025

Ａ種優先株式(株) ― 10,219,622 ― 10,219,622
　

(変動事由の概要)

１　普通株式の発行済株式総数の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　第三者割当による増加　　　　　　　　  32,916,700株

２　普通株式の発行済株式総数の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　自己株式の消却による減少　　　　　　　   624,225株

３　Ａ種優先株式の発行済株式総数の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　第三者割当による増加　　　　　　　　　10,219,622株

　

　２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 624,123 566 624,225 464
　

(変動事由の概要)

１　普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 566株

２　普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　自己株式の消却による減少　　　　　　　　 624,225株
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　３　配当に関する事項

　(１) 配当金支払額

該当事項はありません。
　

　(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
　

　
　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 63,870,025 ― ― 63,870,025

Ａ種優先株式(株) 10,219,622 ― ― 10,219,622
　

　

　２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 464 ― ― 464
　

　

　３　配当に関する事項

　(１) 配当金支払額

該当事項はありません。
　

　(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金 5,753百万円 4,901百万円

計 5,753百万円 4,901百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△100百万円 △100百万円

現金及び現金同等物 5,653百万円 4,801百万円

　
　　　重要な非資金取引の内容

前連結会計年度においてデット・エクィティ・スワップ（債務の株式化）を実施しております。
　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

短期借入金の減少額 4,944百万円 ―

長期借入金の減少額 165百万円 ―

　 　 　

資本金の増加額 2,554百万円 ―

資本準備金の増加額 2,554百万円 ―
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(リース取引関係)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

１　リース資産の内容

  ・有形固定資産

主として、生産設備（機械及び装置）及び本社におけるホストコンピュータ（工具、器具備品）であり

ます。

  ・無形固定資産

主として、生産管理用ソフトウエアであります。

２　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、引き

続き通常の賃貸借取引にかかる方法に準じて会計処理を行っております。

　
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度(平成23年３月31日)

（単位：百万円）　　

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械及び装置 4,201 2,261 1,181 758

その他
(工具、器具及び備品)

176 117 7 51

無形固定資産 920 422 ― 498

合計 5,298 2,801 1,188 1,308

　
当連結会計年度(平成24年３月31日)

（単位：百万円）　　

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械及び装置 3,799 2,091 1,181 526

その他
(工具、器具及び備品)

141 95 7 38

無形固定資産 916 568 ― 348

合計 4,856 2,755 1,188 912

　
２　未経過リース料期末残高相当額

　（単位：百万円）　　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 683 627

１年超 1,688 1,071

合計 2,372 1,699

　
リース資産減損勘定の残高

　　（単位：百万円）　　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

　 880 615
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３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　（単位：百万円）　　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 577 513

リース資産減損勘定の取崩額 308 264

減価償却費相当額 469 412

支払利息相当額 102 77

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　
(金融商品関係)

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入および社債

による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は

行いません。

　
（2）金融商品の内容及びそのリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

当社グループの与信審査の規定に従い、主な取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、与信

残高上限を年度ごとに見直す体制としています。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されています。

　営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引にかかる資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係

る資金調達です。長期借入金は変動金利としております。

　社債およびリース取引は、主に設備投資に係る資金調達です。社債およびリース債務はいずれも固定

金利であり、金利変動リスクには晒されていません。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デ

リバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減させるために、信用力が高い金融機関とのみ取引を

行っています。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次の資金

繰計画を作成するなどの方法により管理しています。
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２. 金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであ

ります。
　 　 　 （単位：百万円）

　 　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 (1)現金及び預金 5,753 5,753 ―

　 (2)受取手形及び売掛金 5,832 5,832 ―

　 (3)投資有価証券 　 　 　

　 その他有価証券 153 153 ―

　 資産計 11,739 11,739 ―

　 (1)支払手形及び買掛金 3,411 3,411 ―

　 (2)短期借入金 3,092 3,092 ―

　 (3)社債 2,750 2,750 ―

　 (4)長期借入金 5,330 5,330 ―

　 (5)リース債務 1,101 1,063 38

　 負債計 15,686 15,648 38

　  デリバティブ取引 (*1) (2) (2) ―

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（）で示しております。

　　

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金並びに(3)社債

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4)長期借入金

　長期借入金は全て変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、当該帳簿価格によっております。

(5)リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リースを行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっています。
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デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、契約額等、時価及び評価損益並びに当

該時価の算定方法は、次のとおりであります。
　 

金利関連（時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格等によっております。）

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　 区分 デリバティブ取引
の種類等

契約額等 時価 評価損益

　 　 うち1年超

　 市場取引以外の取
引

金利スワップ取引（＊１） 　 　 　 　

　 　支払固定・　受取変動 650 150 (2) (2)

　 合計 650 150 (2) (2)

(＊1) 前連結会計年度における借入金の返済に伴い、特例処理を採用していた金利スワップ取引のヘッジ対象が

消滅したことによるものであります。

② ヘッジ会計が適用されているもの：該当するものはありません。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　該当事項はありません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 　 1年以内

　 　 （百万円）

　 　現金及び預金 5,753

　 　受取手形及び売掛金 5,832

　 　合計 11,586

　　　　　　

（注４）社債、長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 1年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

社債 2,750 ― ― ― ― ―

長期借入金 56 ― 5,330 ― ― ―

リース債務 248 250 255 266 70 9

合計 3,055 250 5,586 266 70 9

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入および社債

による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は

行いません。

　
（2）金融商品の内容及びそのリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

当社グループの与信審査の規定に従い、主な取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、与信

残高上限を年度ごとに見直す体制としています。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する

企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されています。

　営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引にかかる資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係

る資金調達です。長期借入金は変動金利としております。

　リース取引は、主に設備投資に係る資金調達です。リース債務はいずれも固定金利であり、金利変動リ

スクには晒されていません。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デ

リバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減させるために、信用力が高い金融機関とのみ取引を
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行っています。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次の資金

繰計画を作成するなどの方法により管理しています。

　
２. 金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであ

ります。
　 　 　 （単位：百万円）

　 　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 （１）現金及び預金 4,901 4,901 ―

　 （２）受取手形及び売掛金 5,863 5,863 ―

　 （３）投資有価証券 　 　 　

　 その他有価証券 122 122 ―

　 資産計 10,888 10,888 ―

　 （１）支払手形及び買掛金 3,872 3,872 ―

　 （２）短期借入金 1,864 1,864 ―

　 （３）長期借入金 7,421 7,421 ―

　 （４）リース債務 1,053 1,030 23

　 負債計 14,212 14,188 23

　  デリバティブ取引 (*1) ( 0) ( 0) －

(*1)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（）で示しております。

　　

（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（３）投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

（１）支払手形及び買掛金、（２）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（３）長期借入金

　長期借入金は全て変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状

態は実行後大きく異なっていないことから、当該帳簿価格によっております。

（４）リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リースを行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっています。
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デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、契約額等、時価及び評価損益並び

に当該時価の算定方法は、次のとおりであります。

金利関連（時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格等によっております。）

　 　 　 　 　 （単位：百万円）

　 区分 デリバティブ取引
の種類等

契約額等 時価 評価損益

　 　 うち1年超

　 市場取引以外の取
引

金利スワップ取引（＊１） 　 　 　 　

　 　支払固定・　受取変動 50 ― ( 0) ( 0)

　 合計 50 ― ( 0) ( 0)

(＊1)過年度における借入金の返済に伴い、特例処理を採用していた金利スワップ取引のヘッジ対象が消滅したこ

とによるものであります。

② ヘッジ会計が適用されているもの：該当するものはありません。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　　該当事項はありません。

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 　 1年以内

　 　 （百万円）

　 　現金及び預金 4,901

　 　受取手形及び売掛金 5,863

　 　合計 10,765

　　　　　　

（注４）長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 1年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 ― 7,421 ― ― ― ―

リース債務 279 287 299 104 42 41

合計 279 7,708 299 104 42 41

　
(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

区分
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 153 126 26

小計 153 126 26

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 153 126 26
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当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

区分
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

株式 122 126 △3

小計 122 126 △3

合計 122 126 △3

　

　２　売却したその他有価証券

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

種類 売却額(百万円)
売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 1,247 404 15

　

　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　１　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
　２　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

「金融商品関係」の注記を参照ください。

　
　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

「金融商品関係」の注記を参照ください。

　
(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設

けております。また一部の海外子会社は、退職一時金制度を設けております。
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２　退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1)退職給付債務 2,384 2,502

（内訳） 　 　

(2)未認識過去勤務債務 244 219

(3)未認識数理計算上の差異 200 224

(4)年金資産 1,409 1,431

(5)退職給付引当金 529 627

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　
３　退職給付費用に関する事項

　（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(1)勤務費用 123 124

(2)利息費用 42 44

(3)期待運用収益 ― ―

(4)過去勤務債務の費用処理額 4 24

(5)数理計算上の差異の処理額 37 19

(6)退職給付費用 206 213

(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、(1)勤務費用に計上しております。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準　

　
(2)割引率

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

2.053％ 1.761％

　
(3)期待運用収益率

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

―％ ―％

　
(4)過去勤務債務の処理年数

10年

　
(5)数理計算上の差異の処理年数

10年
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(ストック・オプション等関係)

　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　(1)ストック・オプションの内容

　
　 平成17年ストック・オプション

決議年月日 平成17年６月28日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役  　４名
当社執行役員　５名
当社従業員　　12名

株式の種類及び付与数 普通株式　177,000株

付与日 平成17年７月20日

権利確定条件

１．対象者は、新株引受権の行使時において、当社または当社の子会社もしく
　　は関係会社の取締役、相談役、顧問または従業員であることを要する。
２．前項にかかわらず、対象者が以下の各号に定める事項に該当する場合に
　　は、行使できるものとする。
　　　①対象者である取締役または監査役が任期満了により退任した場合。
　　　②対象者である従業員が定年退職した場合。
　　　③当社取締役会において特に行使を認めた場合。

対象勤務期間 ―

権利行使期間 平成19年７月20日～平成23年７月19日

　
　(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成24年３月31日）において存在したストック・オプションを対象とし、ストッ

クオプションの数については、株式数に換算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

　
平成17年

ストック・オプション

権利確定後 　

　期首(株) 177,000

　権利行使(株) ―

　未行使残(株) ―

　失効(株) 177,000

　　②単価情報

　
平成17年

ストック・オプション

権利行使価格　　(円) 814

行使時平均株価  (円) ―

　
　

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

 59/100



　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（単位：百万円）

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(繰延税金資産) 　 　

賞与引当金 59 29

繰越欠損 2,007 2,021

退職給付引当金 220 239

事業税 5 3

事業再生関係 2,071 1,577

災害損失引当金 65 ―

資産除去債務 18 15

その他 45 533

繰延税金資産小計 4,494 4,421

評価性引当額 △4,479 △4,384

繰延税金資産合計 15 36

　 　 　

(繰延税金負債) 　 　

子会社の留保利益に係る一時差異 ― △7

その他有価証券評価差額金 △10 ―

繰延税金負債合計 △10 △7

繰延税金資産(負債)の純額 4 29

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.6％ 40.6％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5 2.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6 △0.3

住民税均等割 3.3 2.7

外国源泉所得税 1.7 1.4

在外子会社適用税率差異 △11.7 △5.0

評価性引当額 △22.9 △18.3

税率変更による期末繰延税金資産減額修正 ― △8.8

その他 ― △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.9％ 13.7％
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３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための取得税法等の一部を

改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するため

に必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降

開始する連結会計年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下の通りになりま

す。

　
平成24年３月31日まで　　40.6％

　平成24年４月１日から平成27年３月31日まで　　38.0％

　平成27年４月１日以降　　35.6％

この税率の変更による繰延税金資産及び当連結会計年度に費用計上された法人税等の金額に与える影

響は僅少であります。

　

(資産除去債務関係)

(1) 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　イ　当該資産除去債務の概要

アスベスト等の除去に係る一連の費用見積額

　ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　割引率は2.159％を使用して資産除去債務の金額を計算している。

　ハ　当該資産除去債務の総額の増減

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

期首残高（注） 19百万円 19百万円

固定資産の取得に伴う増加額 ―百万円 5百万円

時の経過による調整額 0百万円 0百万円

期末残高 19百万円 25百万円

　
（2）資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

賃貸借契約に関連する敷金の資産除去債務については、当該資産除去債務の負債計上及びこれに対

応する除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理

的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用計上する方法によっております。

　
（注）前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。

　
(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１.報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、当社取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。

当社グループは、取り扱う製品・商品別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており、当社グ

ループは、製品事業・商品事業別のセグメントから構成されております。また製品は製造方法及び製品の

類似性から「ディスクリート事業」、「モジュール事業」に識別し、「商品事業」を加えた3つを報告セ

グメントとしております。

「ディスクリート事業」の主要製品は、小電力用一般整流素子等（民生）、SBD、FREDであります。「モ

ジュール事業」の主要製品は、小電力用一般整流素子等（産業）、中・大電力用一般整流素子、サイリス

タ、パワーモジュール、スタックであります。「商品事業」の主要製品は、アクティブ液晶デバイス、光電

変換素子、組立品であります。

当連結会計年度より、報告セグメントの名称を、従来の「民生製品」から「ディスクリート事業」へ、

「産業製品」から「モジュール事業」へ、「商品」から「商品事業」へ変更しております。なお、前連結

会計年度のセグメント情報は、当連結会計年度において用いた名称に基づき作成しております。 

２.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成の方法と概ね同一であります

が、全社に係わる販売費及び一般管理費は、合理的な基準に基づき各報告セグメントに配分しておりま

す。また、資産については、たな卸資産のみを管理可能な資産として各セグメントに帰属させております。

３.報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

                                       　　  (単位：百万円）

　

報告セグメント

合計
ディスクリート

事業
モジュール事業 商品事業

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 10,092 6,297 13,818 30,209

セグメント利益 599 414 237 1,252

セグメント資産 2,870 1,861 852 5,583

　(注）１  セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 ２  セグメント資産は、たな卸資産を対象としており、連結貸借対照表と一致しております。

　
当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

                                       　　  (単位：百万円）

　

報告セグメント

合計
ディスクリート

事業
モジュール事業 商品事業

売上高 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,722 7,040 9,491 24,254

セグメント利益又は損失（△） △99 691 171 763

セグメント資産 2,946 2,029 646 5,622

(注）１  セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 ２  セグメント資産は、たな卸資産を対象としており、連結貸借対照表と一致しております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１.製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２.地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 アジア ヨーロッパ 北米 合計

22,758 7,307 120 22 30,209

 (注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

　 　 (単位：百万円)

日本 アジア 合計

3,471 483 3,954

 (注）有形固定資産は、国又は地域に分類しております。

３.主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載は

ありません。

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１.製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２.地域ごとの情報

(1) 売上高

　 　 　 　 (単位：百万円)

日本 アジア ヨーロッパ 北米 合計

19,549 4,629 65 9 24,254

 (注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　
(2) 有形固定資産

　 　 (単位：百万円)

日本 アジア 合計

3,198 442 3,641

(注）有形固定資産は、国又は地域に分類しております。

３.主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はあ

りません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
ディスクリー
ト事業

モジュール事業 商品事業 計

減損損失 ― ― ― ― 43 43

（注）全社・消去の金額は、各報告セグメントに配分していない売却予定資産に係わるものであります。売却予定資

産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

全社・消去 合計
ディスクリー
ト事業

モジュール事業 商品事業 計

減損損失 ― ― ― ― 9 9

（注）全社・消去の金額は、各報告セグメントに配分していない売却予定資産に係わるものであります。売却予定資

産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません

　
当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

該当事項はありません

　
【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主
（会社等）

株式会社
産業革新機構

東京都
千代田区

  102,010
投資ファンド
事業

被所有
直接　48.9

主要株主
役員の受入

第三者割当
増資

      3,500― ―

　
当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 △16円20銭 △10円44銭

１株当たり当期純利益金額 7円49銭 5円94銭

　 　 　
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式
は存在するものの、希薄化効果を
有していないため記載しており
ません。

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式
は存在するものの、希薄化効果を
有していないため記載しており
ません。

　

　(注)１.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前連結会計年度 当連結会計年度

(自　平成22年４月１日 (自　平成23年４月１日
　至　平成23年３月31日) 　至　平成24年３月31日)

 １株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益 312百万円 379百万円

普通株主に帰属しない金額 ― 百万円 ― 百万円

普通株式に係る当期純利益 　312百万円 379百万円

普通株式の期中平均株式数 41,722,424株 63,869,561株

　 　 　
 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

 自己株式取得方式によるストック
オプション177千株及び平成22年７
月15日発行のＡ種優先株式
10,219,622株。Ａ種優先株式の概要
は、第４　提出会社の状況　１株式等
の状況(1) 株式の総数等②発行済
株式（注）３に記載のとおりであ
ります。

 平成22年７月15日発行のＡ種優先
株式 10,219,622株。Ａ種優先株式
の概要は、第４　提出会社の状況　１
株式等の状況(1) 株式の総数等②
発行済株式（注）３に記載のとお
りであります。

　 　 　

　

　(注)２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額 4,074百万円 4,443百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 5,109百万円 5,109百万円
（うち、普通株式を対価とする取得請求権付A
種優先株式払込金額）

（5,109百万円) （5,109百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 △1,034百万円 △666百万円
１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数

63,869,561株 63,869,561株

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

 65/100



⑤ 【連結附属明細表】

　

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

日本インター㈱ 第６回無担保社債
平成18年
８月11日

50 ― 1.46無担保社債
平成23年
８月11日

〃 第７回無担保社債
平成18年
９月４日

200 ― 1.42無担保社債
平成23年
８月31日

〃 第８回無担保社債
平成19年
２月15日

2,000 ― 1.54無担保社債
平成24年
２月15日

〃 第９回無担保社債
平成19年
２月15日

500 ― 1.54無担保社債
平成24年
２月15日

合計 ― ― 2,750 ― ― ― ―

　
　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 3,035 1,864 2.82 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 56 ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 248 279 4.15 ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

5,330 7,421 1.85平成26年3年31日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

853 774 4.31
平成25年４月30日
～平成31年１月31日

合計 9,525 10,339 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。
　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 7,421 ― ― ―

リース債務 287 299 104 42
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【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首

及び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、記載を省略し

ております。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　 　
　 第１四半期
  連結累計期間

   第２四半期
  連結累計期間

  第３四半期
  連結累計期間

     第61期
  連結会計年度

　 　
（自平成23年４
月１日　至平成23
年６月30日）

（自平成23年４
月１日　至平成23
年９月30日）

（自平成23年４
月１日　至平成23
年12月31日）

（自平成23年４
月１日　至平成24
年３月31日）

売上高 （百万円） 6,438 12,666 17,991 24,254

税金等調整前
四半期(当期)
純利益

（百万円） 94 174 259 439

四半期(当期)
純利益

（百万円） 69 143 209 379

１株当たり
四半期(当期)
純利益

（円） 1.09 2.24 3.28 5.94

　

　 　
　 第１四半期
  連結会計期間

   第２四半期
  連結会計期間

  第３四半期
  連結会計期間

  第４四半期
  連結会計期間

　 　
（自平成23年４
月１日　至平成23
年６月30日）

（自平成23年７
月１日　至平成23
年９月30日）

（自平成23年10
月１日　至平成23
年12月31日）

（自平成24年１
月１日　至平成24
年３月31日）

１株当たり
四半期純利益

（円） 1.09 1.15 1.04 2.66
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１
 5,162

※１
 4,413

受取手形 ※４
 1,200

※４, ※６
 1,231

売掛金 ※２
 4,359

※２
 4,208

商品及び製品 ※１
 1,968

※１
 1,993

仕掛品 ※１
 1,525

※１
 1,383

原材料及び貯蔵品 ※１
 1,123

※１
 1,260

前渡金 235 －

前払費用 60 56

未収入金 ※２
 644

※２
 498

その他 9 7

流動資産合計 16,288 15,052

固定資産

有形固定資産

建物 ※１
 5,814

※１
 5,864

減価償却累計額 △4,526 △4,629

建物（純額） 1,287 1,234

構築物 ※１
 316

※１
 316

減価償却累計額 △239 △244

構築物（純額） 76 71

機械及び装置 ※１
 9,946

※１
 9,893

減価償却累計額 △9,346 △9,448

機械及び装置（純額） 599 445

車両運搬具 6 6

減価償却累計額 △6 △5

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 2,096 2,016

減価償却累計額 △2,029 △1,936

工具、器具及び備品（純額） 67 79

土地 ※１
 623

※１
 614

リース資産 987 1,200

減価償却累計額 △535 △666

リース資産（純額） 451 534

建設仮勘定 209 42

有形固定資産合計 3,317 3,022

無形固定資産

借地権 7 7

ソフトウエア 9 9

その他 18 17

無形固定資産合計 35 34

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 153

※１
 122

関係会社株式 501 501

関係会社出資金 67 67

破産更生債権等 0 －

長期前払費用 2 －

保証金 331 317
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敷金 83 56

その他 54 50

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

 69/100



(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

貸倒引当金 △0 －

投資その他の資産合計 1,192 1,114

固定資産合計 4,545 4,172

繰延資産

社債発行費 8 －

繰延資産合計 8 －

資産合計 20,842 19,224

負債の部

流動負債

支払手形 654 ※６
 601

買掛金 ※２
 2,546

※1, ※2
 3,152

短期借入金 ※1, ※3
 2,249

※1, ※3
 1,157

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 56 －

1年内償還予定の社債 2,750 －

リース債務 248 278

未払金 240 309

未払費用 108 105

未払法人税等 24 18

前受金 0 0

預り金 9 10

賞与引当金 141 74

設備関係支払手形 125 28

リース資産減損勘定 256 225

資産除去債務 7 7

災害損失引当金 162 －

その他 2 0

流動負債合計 9,584 5,970

固定負債

長期借入金 ※１
 5,330

※１
 7,421

リース債務 852 771

繰延税金負債 10 －

退職給付引当金 328 431

長期リース資産減損勘定 543 318

資産除去債務 12 17

その他 99 75

固定負債合計 7,179 9,035

負債合計 16,763 15,005
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,234 2,234

資本剰余金

資本準備金 1,750 1,750

資本剰余金合計 1,750 1,750

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 78 238

利益剰余金合計 78 238

自己株式 △0 △0

株主資本合計 4,062 4,223

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 15 △3

評価・換算差額等合計 15 △3

純資産合計 4,078 4,219

負債純資産合計 20,842 19,224
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高

製品売上高 14,025 12,935

商品売上高 13,804 9,474

売上高合計 27,829 22,410

売上原価

製品期首たな卸高 1,021 1,125

商品期首たな卸高 867 843

当期商品仕入高 12,748 8,460

当期製品製造原価 ※1, ※4, ※5
 10,998

※1, ※4, ※5
 10,443

合計 25,635 20,871

他勘定振替高 ※２
 52

※２
 53

製品期末たな卸高 1,125 1,348

商品期末たな卸高 843 645

売上原価合計 ※５
 23,614

※５
 18,824

売上総利益 4,215 3,586

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 229 141

広告宣伝費 7 2

交際費 11 21

旅費及び交通費 108 106

通信費 41 37

役員報酬 65 67

給料及び賞与 1,003 1,131

賞与引当金繰入額 99 48

退職給付費用 118 148

法定福利費 151 153

福利厚生費 132 136

賃借料 226 185

地代家賃 75 75

試験研究費 94 63

租税公課 55 41

事務用消耗品費 13 18

減価償却費 132 165

業務委託費 332 385

その他 320 317

販売費及び一般管理費合計 ※１
 3,218

※１
 3,249

営業利益 996 336

営業外収益

受取利息 ※４
 2 1

受取配当金 20 ※４
 145

仕入割引 19 12

設備賃貸料 ※４
 68

※４
 70

その他 ※４
 15

※４
 11

営業外収益合計 126 241
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業外費用

支払利息 218 160

社債利息 59 37

リース支払利息 48 48

為替差損 291 34

減価償却費 52 39

社債発行費償却 16 8

その他 111 69

営業外費用合計 799 397

経常利益 324 181

特別利益

投資有価証券売却益 404 －

災害損失引当金戻入額 － 30

賞与引当金戻入額 32 －

貸倒引当金戻入額 29 －

役員退職慰労債務消滅益 19 －

前期損益修正益 22 －

固定資産売却益 2 －

特別利益合計 510 30

特別損失

事業再生損失 ※６
 241 －

災害損失引当金繰入額 162 －

災害による損失 ※８
 119

※８
 23

債務免除損 ※９
 66 －

過年度たな卸資産修正損 48 －

減損損失 ※７
 43

※７
 9

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 29 －

固定資産除却損 ※３
 10

※３
 3

投資有価証券売却損 15 －

その他 0 －

特別損失合計 739 36

税引前当期純利益 96 175

法人税、住民税及び事業税 17 14

法人税等調整額 － －

法人税等合計 17 14

当期純利益 78 160
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 　 6,61059.6　 6,20860.2

Ⅱ　労務費 　 　 705 6.4　 918 8.9

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　 　 　

　　　外注加工費 　 1,337　 　 1,432　 　

　　　減価償却費 　 359　 　 360　 　

　　　その他 　 2,073 3,76934.0 1,396 3,18930.9

　　　当期総製造費用 　 　 11,085100.0　 10,316100.0

　　　期首仕掛品棚卸高 　 　 1,545　 　 1,525　

合計 　 　 12,631　 　 11,842　

　　　他勘定振替高 ※１ 　 107　 　 15　

　　　期末仕掛品棚卸高 　 　 1,525　 　 1,383　

　　　当期製品製造原価 　 　 10,998　 　 10,443　

　

　(注)　※１　他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

試作研究費 43百万円

たな卸資産減耗損 32百万円

たな卸資産廃棄損 29百万円

その他 0百万円

試作研究費 15百万円

その他 0百万円

　 　

　 　

　（原価計算の方法）

当社の原価計算は、実際組別工程別総合原価計算制度を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,041 2,234

当期変動額

新株の発行 4,429 －

減資 △6,236 －

当期変動額合計 △1,807 －

当期末残高 2,234 2,234

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 4,010 1,750

当期変動額

新株の発行 4,429 －

減資 △6,690 －

当期変動額合計 △2,260 －

当期末残高 1,750 1,750

その他資本剰余金

当期首残高 67 －

当期変動額

減資 12,927 －

自己株式の消却 △508 －

欠損填補 △12,485 －

当期変動額合計 △67 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

当期首残高 4,077 1,750

当期変動額

新株の発行 4,429 －

減資 6,236 －

自己株式の消却 △508 －

欠損填補 △12,485 －

当期変動額合計 △2,327 －

当期末残高 1,750 1,750

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 333 －

当期変動額

利益準備金の取崩 △333 －

当期変動額合計 △333 －

当期末残高 － －

その他利益剰余金

技術研究積立金

当期首残高 13 －

当期変動額

欠損填補 △13 －

当期変動額合計 △13 －

当期末残高 － －

固定資産圧縮積立金

当期首残高 10 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当期変動額

欠損填補 △10 －

当期変動額合計 △10 －

当期末残高 － －

別途積立金

当期首残高 2,100 －

当期変動額

欠損填補 △2,100 －

当期変動額合計 △2,100 －

当期末残高 － －

繰越利益剰余金

当期首残高 △14,942 78

当期変動額

利益準備金の取崩 333 －

自己株式の消却 △0 －

欠損填補 14,609 －

当期純利益 78 160

当期変動額合計 15,021 160

当期末残高 78 238

利益剰余金合計

当期首残高 △12,485 78

当期変動額

利益準備金の取崩 － －

自己株式の消却 △0 －

欠損填補 12,485 －

当期純利益 78 160

当期変動額合計 12,564 160

当期末残高 78 238

自己株式

当期首残高 △508 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

自己株式の消却 508 －

当期変動額合計 508 －

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

当期首残高 △4,875 4,062

当期変動額

新株の発行 8,859 －

減資 － －

当期純利益 78 160

自己株式の取得 △0 －

自己株式の消却 － －

欠損填補 － －

当期変動額合計 8,938 160

当期末残高 4,062 4,223
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 337 15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△321 △19

当期変動額合計 △321 △19

当期末残高 15 △3

評価・換算差額等合計

当期首残高 337 15

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△321 △19

当期変動額合計 △321 △19

当期末残高 15 △3

純資産合計

当期首残高 △4,537 4,078

当期変動額

新株の発行 8,859 －

当期純利益 78 160

自己株式の取得 △0 －

自己株式の消却 － －

欠損填補 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △321 △19

当期変動額合計 8,616 140

当期末残高 4,078 4,219
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【継続企業の前提に関する注記】

　該当事項はありません。

　
【重要な会計方針】

１.有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

総平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

総平均法により算定)

２.デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法

３.棚卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

４.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっております。ただし、建物(建物付属設備を含む)については、定額法によっております。耐

用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。なお、取得価

額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づく３年間均等償却に

よっております。

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。ただし、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のも

のについては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に順じた会計処理を採用しております。

５.繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

６.引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3)退職給付引当金　

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

数理計算上の差異及び過去勤務債務については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生事業年度より費用処理して

おります。

(4)災害損失引当金

東日本大震災により生じた製造設備等に対する損害の修繕に充てるため、修繕に必要な額を見積書等

に基づき合理的に算定できる範囲で計上しております。
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７.ヘッジ会計の方法

イ.ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等について、振当処理を行っております。

ロ.ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)  為替予約 

(ヘッジ対象)　外貨建金銭債権債務等 

ハ.ヘッジ方針

通貨関連では、為替予約の限度額を実需の範囲内とし、ヘッジ手段をヘッジ対象の範囲内で将来の為替

相場の変動によるリスクを回避する目的で利用する方針であります。

ニ.ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して、

為替相場の変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略して

おります。

８.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　
【表示方法の変更】

　(損益計算書関係）

①　前事業年度において、一括して掲記しておりました「売上高」は、当社の事業の実態をより的確に表

示するため、当事業年度より損益計算書の表示区分を「製品売上高」及び「商品売上高」に区分掲記

しております。

　なお、前事業年度における「製品売上高」及び「商品売上高」は14,025百万円、13,804百万円であり

ます。

②　前事業年度において営業外費用の「その他」に含まれておりました「リース支払利息」（前事業年

度48百万円）については、営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より区分掲記する

方法に変更しております。

　
【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準　第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針　第24号　平成21年12月4日）を適用してお

ります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　担保に供している資産及び担保付債務は下記のとおりであります。

（百万円）

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

（質権） 　 　

定期預金 100 100

計 100 100

（工場財団） 　 　

土地 137 137

建物 133 117

構築物 3 2

機械及び装置 11 0

計 285 256

（その他） 　 　

土地 486 477

建物 834 773

投資有価証券 152 122

商品及び製品 1,968 1,415

仕掛品 1,525 1,383

原材料及び貯蔵品 1,010 1,260

計 5,978 5,433

合計 6,364 5,790

（被担保債務） 　 　

買掛金 ― 316

短期借入金 2,249 1,157

１年以内返済長期借入金 56 ―

長期借入金 5,330 7,421

　
※２　関係会社にかかわる注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれる関係会社に対するものは次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

売掛金 694百万円 331百万円

未収入金 421百万円 405百万円

買掛金 221百万円 304百万円

　
※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため当座貸越契約を締結しております。当事業年度末における

当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

当座貸越極度額 2,250百万円 1,157百万円

借入実行残高 2,249百万円 1,157百万円

差引額 0百万円 ― 百万円

※４　手形割引高及び裏書譲渡高は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

手形割引高 907百万円 574百万円

EDINET提出書類

日本インター株式会社(E01934)

有価証券報告書

 80/100



　

※５　連結子会社の振出した支払手形に対して次のとおり債務保証をしております。

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

インターユニット株式会社 108百万円 191百万円

　
※６　期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済がおこなわれたものとして処理しております。な

お、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、当事業年度末残高から除か

れております。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

受取手形 ― 百万円 171百万円

支払手形 ― 百万円 86百万円

　

(損益計算書関係)

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

研究開発費 661百万円 658百万円

　
※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

商品他勘定振替高 　 　

　材料費 29百万円 34百万円

　その他 0百万円 ―百万円

商品他勘定振替高　計 29百万円 34百万円

製品他勘定振替高 　 　

　たな卸資産減耗費 8百万円 9百万円

　試作研究費 8百万円 6百万円

　その他 6百万円 2百万円

製品他勘定振替高　計 22百万円 19百万円

合計 52百万円 53百万円

　 　 　

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物及び構築物 7百万円 0百万円

機械及び装置 2百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 2百万円

その他 0百万円 0百万円

合計 10百万円 3百万円
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※４　関係会社にかかわる注記

      関係会社との取引により発生したものは次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

(当期製品製造原価) 　 　

材料等仕入高 2,292百万円 2,591百万円

(営業外収益) 　 　

受取利息 0百万円 ―

冶工具売却益 5百万円 2百万円

設備賃貸料 68百万円 70百万円

受取配当金 ― 141百万円

　
※５　期末たな卸高は、収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が製造原価およ

び売上原価に含まれております。△表示は洗替による戻入額の純額を意味しております。

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

製造原価 23百万円 △22百万円

売上原価 △30百万円 16百万円

　
※６　事業再生損失

    前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

事業再生手続きに係る弁護士費用及びコンサルティング費用として、241百万円を計上いたしました。

　
    当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
※７　減損損失

    前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

事業の抜本的見直しを行った結果、遊休資産と認識していた保有土地について、これを売却すること

としたことに伴い、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額43百万円を減損損失として特別損

失に計上いたしました。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、鑑定評価額に基づく正味売却価額（売却見込額から処分

費用見込み額を控除した金額）により算出しております。

　
場所 保有目的 種類

金額

（百万円）

　 秋田県秋田市 売却 土地 43

　
    当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

売却予定資産につきましては、帳簿価格を回収可能価額まで減額いたしました。なお、当該資産グ

ループの回収可能価額は、鑑定評価額に基づく正味売却価額（売却見込額から処分費用見込み額を控

除した金額）により算出しております。

　
場所 保有目的 種類

金額

（百万円）

　 秋田県秋田市 売却 土地 9
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※８　災害による損失

    前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

決算日までに発生した東日本大震災による操業停止に係る固定費及び棚卸資産廃棄損として、119百万

円を計上いたしました。

　
    当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

決算日までに発生した東日本大震災による操業停止に係る固定費として、23百万円を計上いたしまし

た。

　
※９　債務免除損

    前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

当社の連結子会社であります洲際電子股?有限公司（台湾）の業績及び財務状態を踏まえ、洲際電子

股?有限公司（台湾）の当社に対する債務の一部を免除しました。これに伴い債務免除損を66百万円

計上いたしました。

　
    当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
(株主資本等変動計算書関係)

自己株式に関する事項

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 624,123 566 624,225 464
　

(変動事由の概要)

(1)　普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　         　 566株

(2)　普通株式の自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　自己株式の消却による減少　　　           　 624,225株

　
当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 464 ― ― 464
　

　
　
(リース取引関係)

（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

１　リース資産の内容

  ・有形固定資産

主として、生産設備（機械及び装置）及び本社におけるホストコンピュータ（工具、器具備品）でありま

す。

  ・無形固定資産

主として、生産管理用ソフトウエアであります。

２　リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。
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（リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引）

(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

前事業年度(平成23年３月31日)

（単位：百万円）　

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械及び装置 4,201 2,261 1,068 871

工具、器具及び備品 120 69 7 42

建物附属設備 56 47 ― 8

無形固定資産 920 422 ― 498

合計 5,298 2,801 1,076 1,421

　

当事業年度(平成24年３月31日)

　（単位：百万円）　

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

減損損失
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械及び装置 3,799 2,091 1,068 639

工具、器具及び備品 91 55 7 28

建物附属設備 36 34 ― 1

無形固定資産 912 566 ― 345

合計 4,838 2,747 1,076 1,015

　
  (2)　未経過リース料期末残高相当額

　（単位：百万円）　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年内 683 624

１年超 1,688 1,064

合計 2,372 1,688

　

リース資産減損勘定残高

（単位：百万円）　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

　 800 543

  (3)　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　（単位：百万円）　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 577 510

リース資産減損勘定の取崩額 308 257

減価償却費相当額 469 409

支払利息相当額 102 76

　

  (4)　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  (5)　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当分とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

次へ
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(有価証券関係)

時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額

（単位：百万円）　

　

区分
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

　 　子会社株式 501 501

　上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のであります。

　
(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（単位：百万円）

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)
　

(繰延税金資産) 　 　

賞与引当金 57 28

減損損失 2,038 1,629

棚卸資産評価損 570 435

退職給付引当金 133 153

資産除去債務 18 15

繰越欠損 1,953 1,982

災害損失引当金 65 ―

その他 13 7

繰延税金資産小計 4,851 4,252

評価性引当額 △4,851 △4,252

繰延税金資産合計 ― ―

　 　 　

(繰延税金負債) 　 　

その他有価証券評価差額金 △10 ―

繰延税金負債合計 △10 ―

繰延税金資産(負債)の純額 △10 ―

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率   40.6％ 40.6％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.3 5.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.1 △32.8

住民税均等割 12.0 6.8

外国源泉所得税 　6.2 3.4

子会社支援損金不算入 33.0 2.7

評価性引当額 △76.8 6.4

税率変更による期末繰延税金資産減額修正 ― △21.9

その他 ― △1.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.2％ 8.5％
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３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を

改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するため

に必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降

開始する事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下の通りになります。

 

　平成24年３月31日まで　　40.6％

　平成24年４月１日から平成27年３月31日まで　　38.0％

　平成27年４月１日以降　　35.6％

 

　なお、この税率の変更による繰延税金資産及び事業年度に費用計上された法人税等の金額に与える影響

はありません。

 

(資産除去債務関係)

（1）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　イ　当該資産除去債務の概要

　　　　アスベスト等の除去に係る一連の費用見積額

　ロ　当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　　割引率は2.159％を使用して資産除去債務の金額を計算している。

　ハ　当該資産除去債務の総額の増減

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

期首残高（注） 　19百万円 19百万円

固定資産の取得に伴う増加額 ― 百万円 5百万円

時の経過による調整額 0百万円 0百万円

期末残高 19百万円 25百万円

　
（2）資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

賃貸借契約に関連する敷金の資産除去債務については、当該資産除去債務の負債計上及びこ

れに対応する除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められ

る金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用計上する方法によっており

ます。

　
（注）前事業年度の「期首残高」は、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

    年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

    第21号　平成20年３月31日）を適用したことによる期首時点における残高である。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 △16円14銭 △13円94銭

１株当たり当期純利益金額 1円88銭 2円51銭

　 　 　
潜在株式調整後　１株当たり当期純利益金額 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式
は存在するものの、希薄化効果を
有していないため記載しており
ません。

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、潜在株式
は存在するものの、希薄化効果を
有していないため記載しており
ません。

　
(注)１.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度 当事業年度

(自　平成22年４月１日 (自　平成23年４月１日
　至　平成23年３月31日) 　至　平成24年３月31日)

 １株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益 78百万円 160百万円

普通株主に帰属しない金額 ― 百万円 ― 百万円

普通株式に係る当期純利益 　78百万円 160百万円

普通株式の期中平均株式数 41,722,424株 63,869,561株

　 　 　
 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

 自己株式取得方式によるストック
オプション177千株及び平成22年７
月15日発行のＡ種優先株式
10,219,622株。Ａ種優先株式の概要
は、第４　提出会社の状況　１株式等
の状況(1) 株式の総数等②発行済
株式（注）３に記載のとおりであ
ります。

 平成22年７月15日発行のＡ種優先
株式 10,219,622株。Ａ種優先株式
の概要は、第４　提出会社の状況　１
株式等の状況(1) 株式の総数等②
発行済株式（注）３に記載のとお
りであります。

　 　 　

　
(注)  ２.１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額 4,078 百万円 4,219百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 5,109百万円 5,109百万円
（うち、普通株式を対価とする取得請求権付A
種優先株式払込金額）

（5,109百万円) （5,109百万円)

普通株式に係る期末の純資産額 △1,031百万円 △890百万円
１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数

63,869,561株 63,869,561株

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

　
　

　 　 　 　

投資有価
証券

その他
有価証券

㈱京三製作所 336,500 119

　 　 シャープ㈱ 5,600 3

計 342,100 122

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 5,814 63 13 5,864 4,629 116 1,234

　構築物 316 ― ― 316 244 5 71

　機械及び装置 9,946 71 124 9,893 9,448 224 445

　車両運搬具 6 ― 0 6 5 0 0

　工具、器具
　及び備品

2,096 91 171 2,016 1,936 77 79

　土地 623 ―
9
(9)

614 ― ― 614

　リース資産 987 216 3 1,200 666 134 534

　建設仮勘定 209 279 446 42 ― ― 42

有形固定資産計 20,000 723
769
(9)

19,953 16,930 558 3,022

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 ─ ― ― 7 ― ― 7

　ソフトウエア ― ─ ─ 23 13 4 9

　その他 ─ ― ― 30 13 1 17

無形固定資産計 ─ ─ ― 61 27 5 34

長期前払費用 2 ― 2 － ― ― ―

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

　社債発行費 68 ― ― 68 68 8 ―

(注) １　「当期減少額」欄の（　　）は内数で、当期の減損損失計上額であります。

２　「当期増加額」のうち、主なものは次のとおりであります。

　　建　　　物　：クリーンルーム増設18百万円ほか

　　機械及び装置：つくば事業所屋外純水製造装置増設35百万円ほか

　　リース資産  ：生産ラインの増設に係る設備等198百万円ほか

３　「当期減少額」のうち、主なものは次のとおりであります。

　　土　　　地　：秋田県に所有する売却用地の評価損9百万円

４　無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。
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５　記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

　
【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 0 ― 0 ― ―

賞与引当金 141 74 141 ― 74

災害損失引当金 162 ― 131 30 ―

(注)　１ 災害損失引当金の当期減少額のうち、「その他」は災害損失が確定したことにより戻し入れたものでありま

す。

２ 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。        
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

(a) 流動資産

(イ)現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 1,024

普通預金 3,144

定期預金 100

別段預金 4

外貨建普通預金 139

計 4,412

合計 4,413

　
(ロ)受取手形

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱サンセイアールアンドディ 626

奥村遊機㈱ 255

タイヨーエレック㈱ 144

㈱インター電子部品 22

アイタック㈱ 17

その他 166

計 1,231

　
　　　　２　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年４月 162

　　  　５月 269

　　  　６月 610

　　  　７月 149

　　  　８月 33

　　  　９月以降 5

計 1,231
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(ハ)売掛金

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱サンセイアールアンドディ 708

香港英達電子有限公司 223

奥村遊機㈱ 163

富士電機㈱ 146

タイヨーエレック㈱ 144

その他 2,821

計 4,208

　
　　　　２　回収及び滞留状況

　

当期首残高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率
(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)
滞留期間(日)

4,359 23,331 23,482 4,208 84.8 67

　
(注)　・滞留期間は

(Ａ)+(Ｄ)
÷
(Ｂ)

を四捨五入し算出しました。
２ 366

　　　・消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　
(ニ)たな卸資産

　　　　１　商品及び製品

　

品名 金額(百万円)

商品 645

計 645

製品 　

　ディスクリート製品 1,031

　モジュール製品 316

計 1,348

合計 1,993

　
　　　　２　仕掛品

　

品名 金額(百万円)

ディスクリート製品用 695

モジュール製品用 688

計 1,383
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　　　　３　原材料及び貯蔵品

　

品名 金額(百万円)

原材料 　

　ディスクリート製品部品 271

　モジュール製品部品 755

計 1,027

貯蔵品 　

　ディスクリート製品部品 178

　モジュール製品部品 54

計 233

合計 1,260

　
(b) 流動負債

(イ)支払手形

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱鈴野製作所 49

リズム時計工業㈱ 49

㈱三昌製作所 43

東芝テック㈱ 33

志貴野メッキ㈱ 28

その他 398

計 601

　
　　　　２　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年４月 170

　　  　５月 137

　　  　６月 135

　　  　７月 146

　　  　８月 11

計 601
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(ロ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

飯田通商㈱ 1,278

シャープ㈱ 316

NECエンデベッドプロダクツ㈱ 286

インターユニット㈱ 261

浜井電球工業㈱ 169

京セラ㈱ 98

ミマキ電子部品㈱ 71

その他 669

計 3,152

　

(ハ)短期借入金

　

相手先 金額(百万円)

横浜銀行本店営業部 1,157

計 1,157
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(ニ)設備関係支払手形

　　　　１　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱エヌエフティー 15

㈱八輝建設 2

東洋精密工業㈱ 1

㈱ユーコウ 1

（有）相模製作所 1

その他 6

計 28

　
　　　　２　期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成24年４月 3

　　  　５月 2

　　  　６月 17

　　  　７月 4

　　  　８月 1

計 28

　
(c) 固定負債

長期借入金

　

相手先 金額(百万円)

横浜銀行本店営業部 3,745

三菱東京UFJ銀行五反田支店 1,602

三井住友銀行厚木支店 1,543

日本生命保険相互会社 529

計 7,421

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　取次所 　―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.niec.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

会社法第189条第２項各号に掲げる権利

取得請求権付株式の取得を請求する権利

募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

単元未満株式の買増しを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　
２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)
 

有価証券報告書
及びその添付書類、確
認書

(　事業年度
(第60期)

自平成22年４月１日　　
至平成23年３月31日　)

　
平成23年６月23日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(2)
 

内部統制報告書及び
その添付書類

(　事業年度
(第60期)

自平成22年４月１日　　
至平成23年３月31日　)

　
平成23年６月23日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(3)
　

四半期報告書及び
確認書

(第61期第１四半期
 
自平成23年４月１日
至平成23年６月30日)

　
平成23年８月12日
関東財務局長に提出。

　 　
(第61期第２四半期

 
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日)

　
平成23年11月14日
関東財務局長に提出。

　 　
(第61期第３四半期

 
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日)

　
平成24年２月13日
関東財務局長に提出。

(4)臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等
の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２
（株主総会における議決権行使の結果）の規定に
基づく臨時報告書であります。

　
平成23年6月28日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月22日

日本インター株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　 齋　　　藤　　　勝　　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　仁　　戸　　田　　学　　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている日本インター株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本インター株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本インター株式

会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に防止又は発見することができない可

能性がある。
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監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、日本インター株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２. 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年６月22日

日本インター株式会社

取締役会　御中

海南監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　 齋　　　藤　　　勝　　　㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　 仁　　戸　　田　　学　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている日本インター株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第61期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本インター株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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